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第１章 きれいで安全・安心な生活環

境のまち 

１－１．環境・景観、エネルギー 

目的と方針 

十勝岳に代表される雄大で美しい自然環境・景観を誇るまちと

して、環境・景観を重視した持続可能で美しいまちづくりを進め

るため、環境・エネルギー施策や景観施策等を積極的に推進します。 

 

現状と課題 

温室効果ガスの増加による地球温暖化が世界的な問題になっ

ており、地球規模で環境保全やエネルギーのあり方に対する関心

が一層高まり、次世代へも継承できる持続可能な社会の形成に向

けた具体的な行動が求められています。 

本町では、十勝岳に代表される雄大で美しい自然が息づくまち

として、環境負荷の少ない持続可能な社会づくりを目指し、平成

21 年度に策定した「上富良野町地球温暖化対策実行計画」及び

「上富良野町地域省エネルギービジョン」、平成 22 年度に策定

した「上富良野町地域新エネルギービジョン」に基づき、各種の

環境・エネルギー施策に取り組んできたほか、快適な生活環境づ

くりに向け、公害対策にも取り組んできました。 

さらに、十勝岳連峰の眺望をはじめとする素晴らしい景観を誇

るまちとして、平成 22 年度に策定した「かみふらの景観づくり

計画」に基づき、景観の保全と創造を進めてきました。 

今後とも、町民との協働のもと、地球環境の保全や循環型社会

の形成も見据えた環境・エネルギー施策や公害対策、ごみのない

美しいまちづくりに向けた取り組みを進めていくとともに、町民

共通の優れた財産である本町ならではの景観の保全・整備を進め

ていく必要があります。 

また、十勝岳ジオパーク構想を推進する視点から、本地域特有の
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「地質・地形サイト」の保全にも取り組んでいくことが必要です。 

一方、葬斎場は、供用開始から 44 年が経過しており、計画的

な修繕を行いながら、適正な維持管理に努めていかなければなり

ません。 

また、共同墓地が５箇所あり、平成 27 年度には中央共同墓地

に 63 区画の造成を行いました。今後も適正な維持管理を行って

いくことが必要です。 

 

施策の体系 

 

 

■環境保全意識の啓発 

■地球温暖化対策・エネルギー施策の

推進 

■公害対策の推進 

■景観に関する意識の啓発 

■良好な景観の保全・整備 

■「地形・地質サイト」の保全 

■葬斎場・墓地の適正管理 

 

 

主要施策 

1-1-1．環境保全意識の啓発 

町民の環境保全意識の高揚に向け、環境保全に関する広報・啓

発活動や関係機関との連携による環境教育・環境学習を推進しま

す。 

1-1-2．地球温暖化対策・エネルギー施策の推進 

① 実状に即した環境・エネルギー施策を推進するため、「上富良野

町地球温暖化対策実行計画」・「上富良野町地域省エネルギービジ

ョン」・「上富良野町地域新エネルギービジョン」の点検・評価・

見直しを適宜行います。 

環境・景観、 

エネルギー 
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② 上記の計画に基づき、公共施設で発生するＣＯ２の排出削減や町

全体への波及に向けた取り組みの推進、太陽光や地中熱などの再

生可能エネルギーの利活用をはじめ、各種の地球温暖化対策・エ

ネルギー施策を推進します。 

1-1-3．公害対策の推進 

水質汚濁や大気汚染、騒音、振動などの公害に対し、関係機関

と連携して監視・指導を行い、未然防止と適切な対応に努めます。 

1-1-4．景観に関する意識の啓発 

町民の景観に関する意識の高揚に向け、景観の保全・整備に関

する広報・啓発活動を推進します。 

1-1-5．良好な景観の保全・整備 

① 実状に即した景観施策を推進するため、「かみふらの景観づくり

計画」の点検・評価・見直しを適宜行います。 

② 上記の計画に基づき、視点場（景観スポット）や滞留拠点、そ

の周辺整備をはじめ、丘陵・田園景観、市街地景観、山岳景観な

ど、それぞれの景観特性に応じた保全・整備を進めます。 

③ 公共施設の整備・改修にあたっても、機能性や経済性に配慮し

つつ、周辺の景観と調和のとれた整備等を推進します。 

1-1-6．「地質・地形サイト」の保全 

十勝岳ジオパークの保全すべきサイトとして選定した「地質・

地形サイト」について、土地所有者など地元との協議を進め、地

質学的に貴重なサイトであることの理解を深めるとともに、解説

板などの設置を行い、保全を働きかけていきます。 
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1-1-7．葬斎場・墓地の適正管理 

① 葬斎場について、老朽化に対応した計画的な修繕など、適正な

維持管理に努めます。 

② 共同墓地について、墓地及び周辺の環境美化など、適正な維持

管理に努めます。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

公共施設のＣＯ２排出量 t 5,894 5,847

ジオパーク解説板設置箇所数 箇所 1 8

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○環境保全に関する意識・知識を高め、身近な生活に生かし

ましょう。 

○家庭におけるＣＯ２の排出削減や再生可能エネルギーの導

入などに取り組みましょう。 

○公害の監視に参画しましょう。 

○景観に関する意識を高め、景観への配慮に努めましょう。

○景観の保全・整備に参画しましょう。 

○「地質・地形サイト」に関する理解を深め、保全に協力し

ましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体、事業者は、環境保全に関する意識・知識を高

め、社会生活や事業活動に生かしましょう。 

○地域や団体、事業者は、それぞれの立場で、ＣＯ２の排出

削減や再生可能エネルギーの導入などに取り組みましょ

う。 

○地域や団体、事業者は、公害の監視を行いましょう。 

○事業者は、公害が発生しない事業活動を行いましょう。 

○地域や団体、事業者は、景観に関する意識を高め、社会生

活や事業活動の中で景観への配慮に努めましょう。 

○地域や団体、事業者は、景観の保全・整備に取り組みまし

ょう。 

○地域や団体は、「地質・地形サイト」に関する理解を深め、

保全に取り組みましょう。 
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１－２．ごみ処理等環境衛生 

目的と方針 

持続的発展が可能な循環型社会の形成、公衆衛生保持に向け、

廃棄物の適正処理及びリサイクル等に積極的に取り組みます。 

 

現状と課題 

環境保全の重要性が一層高まる中、これからのまちづくりにお

いては、環境負荷をできる限り低減する観点から、廃棄物の適正

処理・リサイクル等に積極的に取り組み、持続的発展が可能な循

環型社会の形成を進めていくことが必要です。 

本町で発生するごみは、町の一般廃棄物処理施設である上富良

野町クリーンセンターにおいて焼却やリサイクル、最終処分等を

行っています。 

また、生ごみやし尿・浄化槽汚泥については、富良野広域連合

環境衛生センター（富良野市）で、プラチック類については富良

野生活圏資源回収センター（中富良野町）で、広域的に処理して

います。 

本町のごみの総排出量は、10 年前と比較すると減少傾向にあ

り、1 人 1 日あたりの排出量も道平均を下回り、良好な状態とい

えますが、さらなる減量化・資源化に向けて啓発に努める必要が

あります。 

上富良野町クリーンセンターは、供用開始から 19 年が経過し

老朽化が進む中、今後においてもごみの適正処理を行うには、施

設の長寿命化のための改修計画を立て、適切な維持管理を行って

いく必要があります。 

また、美しく快適な生活環境づくり、公衆衛生保持のため、ご

みの不法投棄対策の推進、町民の自主的な環境美化・公衆衛生保

持活動の促進に取り組んできており、今後も継続に努めていくこ

とが重要です。 
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施策の体系 

 

 

■廃棄物の収集・処理体制の充実 

■３Ｒ運動の促進 

■ごみのない美しいまちづくり 

 

 

主要施策 

1-2-1．廃棄物の収集・処理体制の充実 

① ごみ・し尿の排出動向等に応じ、効率的な収集・運搬を行いま

す。 

② 広報・啓発活動の推進等により、町民のごみ分別の一層の徹底

を促進します。特に、家庭から排出される可燃ごみや不燃ごみに

含まれる容器包装プラスチック類の分別の徹底を促進し、減容化

に努め、最終処分場の延命化を図ります。 

③ 上富良野クリーンセンターにおいて、ごみの適正処理と安全な

操業が行えるよう、改修計画を立て、施設の長寿命化を図ります。 

④ 広域的連携のもと、富良野広域連合環境衛生センターにおける

生ごみ及びし尿・浄化槽汚泥の処理体制、富良野生活圏資源回収

センターにおけるプラスチック類の処理体制の維持・充実に努め

ます。 

1-2-2．３Ｒ運動の促進 

広報・啓発活動の推進や学習機会の提供等により、町民や事業

者の自主的な３Ｒ運動※1を促進し、循環型の町民生活・事業活動

を促します。 

                         
※1 リデュース（発生抑制）・リユース（再使用）・リサイクル（再生使用）運動。 

ごみ処理等 

環境衛生 
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1-2-3．ごみのない美しいまちづくり 

① ごみのない美しいまちに向け、地域や関係団体と協働しながら、

ごみの不法投棄やポイ捨てに対する監視・パトロール体制の強化

を図るとともに、地域や関係団体の自主的な環境美化・公衆衛生

保持活動を促進します。 

② 快適で衛生的な生活環境づくりに向け、ペットの飼い主のマナ

ー向上のための広報・啓発活動を推進します。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

町民１人あたりの一般ごみ（家庭系）
排出量 

kg 91.1 90.0

町民 1 人あたりの不燃ごみ（家庭系）
排出量 

kg 16.1 15.0

ごみの埋立処分量 ｔ 673.8 664.0

ごみのリサイクル率 ％ 27.7 28.0

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○ごみ出しのルールを守り、分別を徹底しましょう。 

○ごみの減量化・資源化等に関する意識・知識を高め、３Ｒ

運動を行いましょう。 

○ごみの不法投棄の監視活動に参画しましょう。 

○環境美化・公衆衛生保持活動に参画しましょう。 

○ペットの飼い方のマナー向上に努めましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体、事業者は、ごみ出しのルールを守り、分別を

徹底しましょう。 

○地域や団体、事業者は、ごみの減量化・資源化等に関する

意識・知識を高め、３Ｒ運動を行いましょう。 

○地域や団体、事業者は、環境美化・公衆衛生保持活動を行

いましょう。 
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１－３．上・下水道 

目的と方針 

安全で安定した水の供給に向け、将来にわたって持続可能な水

道事業を推進するとともに、町民が衛生的で快適な生活を送れる

よう、下水道事業への加入促進及び施設の適正管理、合併処理浄

化槽の設置促進に努めます。 

 

現状と課題 

全国的に人口減少・少子高齢化が進み、地方においては過疎化

がさらに加速している状況にありますが、上水道事業は、人々の

日常生活に一日も欠かすことができない社会基盤であり、住民生

活の根幹を担うものです。 

本町では、上水道の普及地域はほぼ充足され、水源の確保につ

いても十分なレベルに達している状況にありますが、今後とも町

民生活に密接する重要なライフラインとして、常に安全で安定し

た飲料水を供給することが求められます。 

一方、下水道は、生活環境の改善や公共用水域の水質保全、市

街地区の浸水被害の予防などの機能を持つ公共性の高い社会基

盤であり、衛生的で快適な生活を送るうえで、極めて重要な役割

を担っています。 

本町では、汚水処理については、用途地域を主とする計画処理

区域の整備はほぼ完了していますが、水洗化率は 90％程度で推

移している状況にあります。 

今後とも衛生的で快適な生活水準の維持や環境保全に向け、下

水道事業への町民の理解を深め、施設の適正管理及び水洗化の促

進に努めるとともに、下水道事業の区域外における合併処理浄化

槽の設置促進に努める必要があります。 

町民が健康で快適な生活を送れるよう、上・下水道ともに持続

可能な事業の運営と安定したサービスの提供が求められていま

す。 
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施策の体系 

 

 

■水道施設の整備・管理と安全・安

心な水の供給 

■水道事業の健全運営 

■下水道施設の整備・管理と水洗化

の促進 

■下水道事業の健全運営 

■合併処理浄化槽の設置促進 

 

 

主要施策 

1-3-1．水道施設の整備・管理と安全・安心な水の供給 

① 老朽化への対応や災害時への備えの充実、今後の水需要の変化

への対応、水質管理の強化等を総合的に勘案し、水道施設の整備

及び維持管理を計画的に推進します。 

② 良質で安全・安心な水の供給に向け、適正な管理により水源の

安定確保を図るとともに、定期的な水質検査の実施・公表を行い

ます。 

③ 町民の節水意識の高揚に向け、水資源の重要性等に関する広

報・啓発活動の推進や学習機会の提供に努めます。 

1-3-2．水道事業の健全運営 

持続可能な事業運営とサービス提供に向け、事業の効率化や計

画的な設備投資を推進します。 

1-3-3．下水道施設の整備・管理と水洗化の促進 

① 汚水処理機能の維持・向上を図るとともに、雨水排除区域にお

ける浸水対策を強化するため、下水道施設の整備及び維持管理を

計画的に推進します。 

② 循環型の社会づくりの一環として、処理施設で発生する下水道

汚泥の農地への還元を行います。 

上・下水道 
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③ 下水道未接続世帯の接続を促進するため、生活排水処理の重要

性等に関する広報・啓発活動の推進や学習機会の提供に努めます。 

1-3-4．下水道事業の健全運営 

持続可能な事業運営とサービス提供に向け、公営企業会計への

円滑な移行をはじめ、事業の効率化や計画的な設備投資を推進し

ます。 

1-3-5．合併処理浄化槽の設置促進 

下水道事業の区域外における生活排水処理については、合併処

理浄化槽の設置及び適正管理を促進します。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

上水道有収率 ％ 78.4 79.6

水道管の耐震化率 ％ 66.7 81.3

下水道普及率 ％ 81.8 85.7

公共下水道水洗化率 ％ 91.4 92.8

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

〇水資源の重要性等に関する意識・知識を高め、節水を心が

けましょう。 

○生活排水処理の重要性等についての意識・知識を高め、下

水道施設への接続、合併処理浄化槽の設置及び適正管理に

努めましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体、事業者は、水資源の重要性等に関する意識・

知識を高め、節水を心がけましょう。 

○地域や団体は、行政と連携して町民への啓発活動等を行

い、下水道施設への接続、合併処理浄化槽の設置及び適正

管理を促しましょう。 
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１－４．公園・緑地 

目的と方針 

公園・緑地の持つ多面的機能の発揮、花と緑あふれる美しく快

適な環境づくりに向け、公園・緑地の整備充実及び適正管理に努

めます。 

 

現状と課題 

公園・緑地は、暮らしに身近な公共空間として、住民のいこい・

やすらぎの場、観光・交流・スポーツの場としての利用はもちろ

ん、災害時の避難場所や雪捨て場などの機能も有しています。 

これらの機能を最大限に発揮できるよう、住民・地域・行政の

協働により、住民生活に配慮した整備や管理が求められます。 

現在、本町には、日の出公園をはじめとする都市公園が 10 箇

所、都市公園以外の緑地・広場が 21 箇所、コミュニティ広場が

３箇所整備されており、町民のいこい・やすらぎの場として、ま

た観光・交流の場として多くの人々に利用されています。 

しかし、これらの公園・緑地の中には、整備後 30 年以上を経

過した公園・緑地もあり、遊具などの設備の老朽化対策が大きな

課題となっているほか、日の出公園については、観光・交流機能

のさらなる強化に向けた整備・改修等が求められています。 

このため、既存公園設備の点検・更新、地域や事業者との協働

による公園・緑地の適正管理に努めるとともに、日の出公園の整

備充実を進めていく必要があります。 

また、本町では、地域や関係団体等による緑化運動や花づくり

運動の促進に努めていますが、今後も、これらの取り組みを積極

的に推進し、花と緑あふれる美しく快適な環境づくりを進めてい

く必要があります。 
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施策の体系 

 

 

■公園・緑地の整備充実 

■公園・緑地の適正管理 

■緑化の推進 

 

 

主要施策 

1-4-1．公園・緑地の整備充実 

① すべての公園・緑地について、安全に安心して利用できるよう、

遊具をはじめとする老朽化した設備の点検・更新を計画的に推進

します。 

② 住宅地域に点在する公園・緑地等について、雪捨て場として、

また災害時の避難場所としての活用を想定した整備・維持管理に

努めます。 

③ 日の出公園については、観光・交流の拠点として、オートキャ

ンプ場や常設駐車場の充実、花のゾーンの整備など、利用者のニ

ーズに応じた整備を計画的に推進します。 

1-4-2．公園・緑地の適正管理 

各公園・緑地について、地域との協働により、適正な維持管理

を行います。 

1-4-3．緑化の推進 

地域や関係団体等による自主的な緑化運動や花づくり運動を

促進します。 

 

公園・緑地 
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成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

オートキャンプ場利用者数 人 20,064 21,000

 

町民に期待される主な役割 

町 民 
○公園・緑地の維持管理活動に参画しましょう。 

○緑化意識を高め、緑化運動や花づくり運動に参画しましょ

う。 

地域・団体 

・事業者 

○地域は、公園・緑地の維持管理活動を行いましょう。 

○地域や団体、事業者は、緑化意識を高め、緑化運動や花づ

くり運動を行いましょう。 
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１－５．消防・防災 

目的と方針 

活火山・十勝岳の存在や全国各地で相次ぐ大規模災害の教訓を

踏まえ、あらゆる災害に強い安全・安心なまちづくりを進めるた

め、総合的な消防力の向上と防災・減災体制の強化を図ります。 

 

現状と課題 

近年、全国各地で大きな火災が発生し、多くの被害が出ており、

その安全対策の強化が求められています。 

本町の消防体制は、富良野広域連合による広域的な常備消防と、

消防団（３分団）による非常備消防とで構成されています。 

いつ、どのように発生するかわからない自然災害と違い、火災

の発生は防ぐことができることから、防火意識の啓発に努めてい

ますが、本町の平成 29 年の火災発生件数は５件で、ここ数年は

横ばいの状況が続いています。また、救急出動件数は 472 件で、

年々増加の傾向にあります。 

災害の発生予防及び被害軽減に向けた対応力強化が最重要課

題であるため、継続して消防職員・消防団員の知識・技術の向上

と施設及び車両・装備の強化を図るとともに、他消防機関や防災

関係機関（自衛隊・警察等）、医療機関等との連携・協力体制の

強化を進めていく必要があります。 

また、近年、全国各地で大規模な自然災害が相次いで発生して

おり、防災に対する人々の関心がさらに高まっています。 

本町は、大正 15 年に甚大な被害をもたらし、これまで幾度も

噴火を繰り返してきた活火山・十勝岳を抱えるまちです。 

本町では、町民の防災意識を高めるため、毎年大規模な防災訓

練を実施していますが、今後も、十勝岳の噴火の歴史を後世に継

承しながら防災体制を構築していくことが重要です。 

十勝岳火山防災協議会では、火山防災体制の構築に向け、平成

29 年度に十勝岳火山避難計画を策定し運用しており、今後にお

いても各構成機関が連携した防災対策の強化が求められていま

す。 
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火山をはじめ、風水害などへの防災体制や防災機能の強化を図

り災害に強いまちづくりを進めるため、行政・消防・自主防災組

織等の防災関係機関が一体となった応援・協力体制として 25 の

住民会すべてに自主防災組織が結成され、防災活動の充実を図る

よう防災士が配置されています。 

防災士の知識・技術の向上については研修会等を実施していま

すが、さらに防災士間の連携及び協力体制の強化を図りながら地

域全体の防災活動を充実していくことが必要です。 

災害時のスムーズな避難や円滑な避難所運営では、自主防災組

織を中心とした要支援者対策に取り組める体制づくりや防災備

蓄品の計画的な整備、各関係機関との災害時応援協定の取り組み

を推進していく必要があります。 

また、町民への防災情報の提供の場、町民が災害対策を考える

場として、防災講演会や出前講座等を開催していますが、十勝岳

の有する資源をより広く学習する場として、十勝岳ジオパーク構

想と連携した取り組みが重要になっています。 

北海道による砂防工事の砂防整備率は 32％で、地球温暖化に

伴う気候変動による局地的な豪雨が多く発生する中、早期の防

災・減災対策の推進が求められています。 

 

施策の体系 

 

 

■常備消防・救急体制の充実強化 

■消防団の充実強化 

■救急救命に関する知識・技術の普及 

■防火意識の啓発 

■防火対象物への立入検査の実施 

■防災組織の充実強化 

■防災意識の啓発 

■十勝岳ジオパーク構想と連携した

防災の推進 

■防災機能の整備 

■防災施設の整備促進 

消防・防災 
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主要施策 

1-5-1．常備消防・救急体制の充実強化 

① 広域的連携のもと、消防施設や消防車両・装備の計画的な整備・

更新を進めるとともに、消防職員の資質向上を図り、災害対応力

を強化します。 

② 他消防機関との広域的な相互協力体制、防災関係機関（自衛隊・

警察等）、医療機関等との連携・協力体制を強化します。 

1-5-2．消防団の充実強化 

消防団施設や消防車両・装備の計画的な整備・更新を進めると

ともに、消防団員の定数確保と資質向上を図り、災害対応力を強

化します。 

1-5-3．救急救命に関する知識・技術の普及 

心肺蘇生法等の緊急時の応急手当に関する知識・技術の普及を

図るための講習会を開催します。 

1-5-4．防火意識の啓発 

① 火災の発生を防ぐため、町民への防火に関する広報・啓発活動

等を推進します。 

② 一般家庭における住宅用火災警報器の設置・維持管理を促進す

るための広報・啓発活動等を推進します。 

1-5-5．防火対象物への立入検査の実施 

建築物等の防火対象物への立入検査を行い、消防用設備の設

置・維持管理・取り扱い、自衛消防訓練の実施等に関する指導を

推進します。 

1-5-6．防災組織の充実強化 

① 大規模自然災害等に備えたまちづくりを総合的に進めるため、

「上富良野町地域防災計画」の見直しを適宜行います。 

② 町及び消防・防災関係機関相互の連携・協力体制を強化します。 

③ 自主防災組織及び防災士間の連携を図るため、防災士の協議機

関を設置し、自主防災組織の活動を促進します。 



 

 
前期基本計画 

18 

④ 被害を最小限にする防災体制の取り組みとして、自主防災組織

及び各防災関係機関と連携した防災訓練を実施します。 

⑤ 災害発生時に備え、関係団体や事業者等との応援協定の充実を

図ります。 

⑥ 弾道ミサイル等の武力攻撃事態に瞬時に対応できるよう、J ア

ラート※2と連動し、防災行政無線で緊急情報を知らせる体制を強

化します。 

1-5-7．防災意識の啓発 

① 町民の防災に関する知識・意識の向上に向け、広報・啓発活動

を推進するとともに、講演会や出前講座等を開催します。 

② 明確で安全な避難所・避難経路を整備するとともに、ハザード

マップ※3等を活用した防災情報を提供します。 

③ 災害時避難行動要支援者リストの更新や、これに基づく地域に

おける個別支援計画の策定・活用を進めます。 

1-5-8．十勝岳ジオパーク構想と連携した防災の推進 

各種災害から身を守るためには、自然のメカニズムへの知識と

日頃の備え、防災教育が重要なことから、日本ジオパークネット

ワークを活用した専門的知見による防災学習など、連携・協力に

よる防災対策に取り組みます。 

1-5-9．防災機能の整備 

① 災害発生時における迅速・的確な情報伝達のため、防災行政無

線の計画的な整備・更新を行います。 

② 災害発生時に備え、防災資機材・備蓄品の整備を計画的に進め

ます。 

1-5-10．防災施設の整備促進 

富良野川の砂防堰堤など、火山砂防事業や治山・治水事業等に

よる防災施設の整備促進を関係機関に要請していきます。 

 

                         
※2 全国瞬時警報システム。緊急情報を国から住民に直接知らせることを目的に総務省消

防庁が整備し、2007 年から運用している。 
※3 想定される災害の範囲や危険箇所、避難場所等を地図上に示したもの。 
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成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

普通救命講習受講者数 人 182 230

防火対象物立入検査実施回数 回 196 220

十勝岳噴火総合防災訓練に参加した自
主防災組織数 

組織 9 13

個別支援計画を策定した住民会数 住民会 21 25

個別支援計画の策定率 ％ 93.0 100.0

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○消防団に参画し、活動しましょう。 
○応急手当に関する講習会を受講し、知識・技術を身につけ

ましょう。 
○防火意識を高め、各家庭で防火対策を実践するとともに、

住宅用火災警報器の設置・維持管理を行いましょう。 
○自主防災組織に参画し、活動しましょう。 
○防災訓練に参加しましょう。 
○防災に関する講演会や出前講座等に参加し、防災意識を高

め、各家庭で実践しましょう。 
○ハザードマップ等で、想定される災害範囲や危険箇所、避

難所・避難経路等を把握・確認しましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○消防団は、団員の確保や資質の向上を進め、災害対応力の
強化に努めましょう。 

○地域や団体、事業者は、応急手当の重要性を認識し、その
普及に努めましょう。 

○事業者は、防火指導等を受け、消防用設備の設置・維持管
理や消防訓練を行いましょう。 

○自主防災組織は、組織の強化及び活動の充実に努めましょ
う。 

○団体や事業者は、行政と応援協定を結び、災害発生時には、
物資提供や復旧活動等に協力しましょう。 

○地域や団体、事業者は、防災訓練に参加しましょう。 
○地域において、災害時避難行動要支援者を把握するととも

に、個別支援計画を策定・活用し、災害発生時には避難支
援を行いましょう。 
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１－６．交通安全・防犯 

目的と方針 

交通事故や犯罪のない安全・安心なまちを目指し、警察や関係

団体等と協働し、交通安全体制、防犯体制の強化を図ります。 

 

現状と課題 

交通事故の全国的な発生状況をみると、発生件数・死亡者数・

負傷者数ともに減少傾向にあります。しかし、高齢者がかかわる

交通事故や飲酒運転による重大交通事故が後を絶たず、これらへ

の対策が課題となっています。 

本町では、生活安全推進協議会が中心となり、警察や関係団体

と連携し、交通安全教育や啓発活動を推進しています。 

平成 30 年 3 月 3 日には交通死亡事故ゼロ日数 3,000 日を経

過しましたが、人身事故発生件数及び負傷者数、物損事故件数は

横ばいからわずかに増加しており、さらなる交通安全対策が求め

られる状況にあります。 

このため、夏季の観光客の増加に伴う交通量の増加も踏まえな

がら、高齢者や子どもに対する交通安全教育・啓発活動を積極的

に推進するとともに、一時停止標識等の補助看板や生活道路・通

学路等を中心とした交通安全施設の整備に努める必要があります。 

また、犯罪の全国的な発生状況をみると、認知件数の減少に伴

って検挙件数等も減少しています。しかし、高齢者や子どもを狙

った凶悪犯罪が後を絶ちません。 

本町では、警察や生活安全推進協議会と連携した啓発活動等を

行い、地域住民の安全確保や犯罪の未然防止に取り組んでいます。 

本町における刑法犯認知件数は、横ばいから減少傾向にありま

すが、不審者の出現や窃盗などの町民を不安にさせる事案は依然

として発生しています。 

このため、関係機関・団体と連携を密にし、町民の防犯意識の

高揚及び自主的な防犯活動の促進などに努める必要があります。 
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施策の体系 

 

 

■交通安全意識の啓発 

■交通安全施設等の整備 

■防犯意識の啓発 

■犯罪の未然防止 

 

 

主要施策 

1-6-1．交通安全意識の啓発 

① 町民一人ひとりの交通安全意識の高揚に向け、交通事故発生状

況の周知や交通指導員による交通指導、認定こども園や小学校に

おける青空交通安全教室、関係団体への出前講座等を実施します。 

② ドライバーやキャンペーン参加者の交通安全意識の高揚に向け、

手旗を用いた旗の波作戦や車両引き込みによる啓発物品配布等の

各種交通安全キャンペーンを実施します。 

③ 生活安全推進協議会をはじめ、地域や団体等が自主的に行う交

通安全活動の支援・促進に努めます。 

1-6-2．交通安全施設等の整備 

住民会等からの要望を踏まえ、交通安全施設の設置を関係機関

に要請していくほか、町内の危険箇所へ状況に応じた注意施設（補

助看板等）の設置を行います。 

1-6-3．防犯意識の啓発 

① 町民一人ひとりの防犯意識の高揚に向け、犯罪発生状況の周知

や地域安全活動推進員による防犯診断・戸別訪問啓発、関係団体

への出前講座等を実施します。 

② 地域における自主防犯体制の強化に向け、生活安全推進協議会

をはじめ、地域や団体等が行う自主防犯活動の支援・促進に努め

ます。 

交通安全・ 

防犯 
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1-6-4．犯罪の未然防止 

青色回転灯を用いた防犯パトロールや町内大型スーパー駐車場

での街頭啓発等を実施し、犯罪の未然防止に努めます。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

交通安全指導員数 人 12 15

自主防犯活動実施団体数 団体 7 10

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○交通安全関連事業等に参加し、交通安全意識を高め、交通

ルールや交通マナーを守りましょう。 

○防犯関連事業等に参加し、防犯意識を高め、家庭における

身近な防犯対策を行いましょう。 

〇地域や団体等による自主的な交通安全・防犯活動に参画し

ましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体、事業者が一体となって、交通安全関連事業や

交通安全教室、広報・啓発活動等を行いましょう。 

○地域は、交通安全施設の設置要望や危険箇所の情報を行政

に伝えましょう。 

○地域や団体、事業者が一体となって、防犯関連事業や広

報・啓発活動等を行いましょう。 

〇地域や団体等において、自主的な交通安全・防犯活動を行

いましょう。 
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１－７．消費者対策 

目的と方針 

消費者の自立支援とトラブルの未然防止に向け、啓発・情報提

供や相談の充実に努めます。 

 

現状と課題 

消費者を取り巻く環境は、商品・サービスの多様化や通信環境

の向上等により大きく変化し、それに伴い消費者トラブルが後を

絶たないほか、その内容も複雑・多様化しています。 

富良野圏域５市町村では、広域的な消費生活相談体制を整備し

ており、富良野消費生活センター（富良野市）において、専門相

談員が圏域住民の消費者トラブルの防止・解消に努めていますが、

相談件数は年々増加傾向にあります。 

近年は、スマートフォンなどの通信機器の急速な普及に伴い、

インターネットに関連する消費者トラブルが多くなっているほ

か、詐欺の手口も多様化・巧妙化しています。 

また、これまで訪問販売や電話勧誘に関するトラブルが多かっ

た中高年者に加え、インターネットによるオンラインゲーム、ワ

ンクリック詐欺などで未成年者がトラブルに巻き込まれたとい

う相談も多くなっています。 

民法の改正により、成年年齢が平成 34 年４月１日から 18 歳

に引き下げられることに伴い、若者を狙ったマルチ商法などの被

害が増えることも懸念されています。 

こうした状況を踏まえ、今後は、消費者の自立支援、消費者ト

ラブルの未然防止に向け、啓発・情報提供や相談のさらなる充実

を進めていく必要があります。 

 

施策の体系 

 

 

■消費者への啓発等の推進と情報の

提供 

■消費生活相談の充実 

消費者対策 
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主要施策 

1-7-1．消費者への啓発等の推進と情報の提供 

関係機関との連携のもと、民法の成年年齢の引き下げも踏まえ

ながら、消費者保護のための学習機会の提供や出前講座等による

啓発を行うとともに、広報誌やホームページを通じた消費生活情

報の提供に努めます。 

1-7-2．消費生活相談の充実 

広域的連携のもと、富良野消費生活センターを今後も継続して

運営し、高度な知識と経験を有する専門相談員による相談体制の

充実を図ります。特に、道や関係機関が開催する研修に積極的に

参加し、消費者行政にかかわるスタッフの能力向上を図ります。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

消費者教育学習会開催回数 回 0 8

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○消費者意識・知識を高め、消費者トラブルにあわないよう

にしましょう。 

○消費者トラブルの発生時には、速やかに相談を受け、早期

解決に努めましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体は、最新の情報や知識を共有し、町民への情報

発信と被害の未然防止に努めましょう。 
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第２章 みんなが元気になる健康・福

祉のまち 

２－１．保健・医療 

目的と方針 

町民一人ひとりが健康寿命を延ばし、元気に安心して暮らせる

よう、「健康づくり推進のまち」宣言の理念である町民の主体的

な健康づくりの促進に向け、きめ細かな保健事業を展開するとと

もに、地域医療体制の充実を図ります。 

 

現状と課題 

わが国では、国民の健康寿命の延伸に向けた取り組みを進めて

おり、「健康日本 21（第 2 次）」を推進するとともに、「社会保障

制度改革推進法」による各種社会保障制度の改革を進めています。 

本町では、これまで健康づくりの指針となる「健康かみふらの

21 計画（第二次）（平成 25～34 年度）」、「上富良野町国民健康

保険第 1 期保健事業実施計画（データヘルス計画※4）（平成 27

～29 年度）」、「上富良野町国民健康保険第 2 期保健事業実施計画

（データヘルス計画）・第 3 期特定健診等実施計画（平成 30～

35 年度）」を策定してきました。 

町民の生活習慣病の発症・重症化予防を重視し、町民が自ら健

康づくりに取り組めるよう各種事業を展開してきた結果、国民健

康保険の総医療費に占める脳血管疾患、虚血性心疾患、慢性腎不

全にかかる医療費が減少するなどの効果が現れてきています。 

一方、糖尿病に合併した糖尿病性網膜症、虚血性心疾患発症者

は増加しており、生活習慣の改善に向けた保健指導、医療機関へ

の受診勧奨等、重症化予防の取り組み強化が重要になっています。 

特定健康診査の受診率は目標の 70％を維持していますが、40

～50 歳代の受診率が低い状況にあり、健康寿命の延伸には、こ

の世代を中心に受診率を向上させ、生活習慣の早期改善を図って

                         
※4 健康診査情報等のデータを分析し、保健事業を効果的・効率的に実施するための計画。 
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いくことが課題です。 

また、メタボリックシンドローム※5該当者が増加しており、特

に女性の割合が国、道と比べ高い状況にあるほか、学童も肥満が

国と比べ高いことから、子どもの頃からの生活習慣病予防が必要

です。 

生活習慣病と関連性のある歯周疾患については、40 歳代の未

処置歯を有する人の割合が国と比べ高く、喪失歯のない人の割合

が低い状況にあり、若い頃からの取り組みが必要になっています。 

がんについては、国民健康保険に占める医療費が増加しており、

がん検診受診率と精密検査受診率の向上も課題です。 

こころの健康では、40 歳代のうつ病罹患者が多く、特に男性

の割合が国と比べ高い状況にあります。また、予防接種について

は、特に追加ワクチンの接種忘れがあるため、確実に接種を行い、

感染症の発症やまん延を予防していくことが必要です。 

一方、本町の医療機関としては、町立病院をはじめ、民間の医

院が２箇所、歯科医院が６箇所あります。 

町立病院は、病床を有する町内唯一の医療機関であり、救急医

療体制も整備され、地域医療の中核を担う不可欠な病院として大

きな役割を果たしていますが、人口減少に伴う患者数の減少や施

設・設備の老朽化が進み、これらへの対応が求められているほか、

防災・防火対策の充実が必要となっています。 

今後、高齢化がさらに進む中で、本病院の重要性・必要性は一

層高まっていくことが予想されるため、広域的な調整を進めなが

ら、施設の整備充実を図っていく必要があります。 

                         
※5 内蔵肥満に高血圧・高血糖・脂質代謝異常が組み合わさり、心臓病や脳卒中などの動

脈硬化性疾患をまねきやすい病態。 
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施策の体系 

 

 

■生活習慣病予防の推進 

■がん検診の充実 

■母子保健の充実 

■歯・口腔の健康づくり 

■こころの健康づくり 

■感染症の予防 

■町立病院の充実 

 

 

主要施策 

2-1-1．生活習慣病予防の推進 

① 生活習慣病の発症と重症化予防のための特定健康診査等の受診

拡大に向け、受診しやすい健診体制の整備と効果的な受診勧奨に

努めます。 

② 子どもの頃からの健やかな生活習慣の確立と生活習慣病の予防

に向け、関係機関と連携し、小児生活習慣病予防健診（かみふっ

子健診）の実施体制の整備など受診拡大に努めます。 

③ 健診結果をもとに、生活習慣等の改善に主体的に取り組むこと

ができるよう、保健指導や相談内容等の充実を図ります。 

2-1-2．がん検診の充実 

① がん検診の受診拡大に努め、精密検査対象者には、受診勧奨及

びがん化を進めないための学習を推進します。 

② がんのリスクを高める生活習慣について、情報や学習機会の提

供に努めます。 

保健・医療 
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2-1-3．母子保健の充実 

① 子どもの健やかな発育と生活習慣の形成に向け、妊娠期からの

健康相談や健康診査、健康学習など支援の充実に努め、特別な支

援が必要な乳幼児については、早期に適切な支援が受けられるよ

うに福祉部門との連携を充実させていきます。 

② 母子の食習慣の重要性を踏まえ、関係機関との情報共有や学習

を通して食育を推進します。 

2-1-4．歯・口腔の健康づくり 

各ライフステージに応じた適切な口腔ケアができるよう、歯科

検診の受診拡大に努めるとともに、歯科相談や学習を推進します。

特に、歯周疾患の発症予防に向け、青年期からの歯科検診体制の

構築とともに定期的な検診受診など自身の口腔ケアへの意識向上

に努めます。 

2-1-5．こころの健康づくり 

関係機関や福祉部門と連携し、こころの健康づくりや精神疾患

に対する正しい知識の普及に努めます。 

2-1-6．感染症の予防 

「予防接種法」に基づく予防接種を実施し、接種状況を管理す

るとともに、特に未接種者に対しては接種の勧奨を徹底し、病気

の重症化や伝染の恐れのある感染症の発生及びまん延防止に努め

ます。 

2-1-7．町立病院の充実 

施設・設備の適正な維持管理を進めるとともに、経営の効率化

や老朽化への対応、安全性向上のため、担うべき介護福祉機能の

ほか、富良野医療圏における各医療機関の役割・機能分担の調整

を行いながら、総合的な医療介護体制の充実につながるよう各分

野と連携し、町立病院の改築等整備を図ります。 
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成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

特定健康診査受診率 ％ 69.1(暫定値) 70.0

小児生活習慣病予防健診受診率 ％ 77.0 80.0

５大がん検診受診率 ％ 22.2 24.5

がん検診精密検査受診率 ％ 86.7 90.0

乳幼児健診受診率 ％ 100.0 100.0

乳児相談実施率 ％ 100.0 100.0

妊婦相談実施率 ％ 100.0 100.0

歯周疾患受診率 ％ 17.6 30.0

こころの健康づくりに関する啓発・学
習会の回数 

回 5 6

子どもの定期予防接種接種率 ％ 
100.0 

（平成 28 年度） 
100.0
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町民に期待される主な役割 

町 民 

○特定健康診査等を受け、生活習慣病の発症と重症化予防に

努めましょう。 

○保健指導や相談を受け、生活習慣等の改善に主体的に取り

組みましょう。 

○がん検診を受けるとともに、精密検査対象者は、医療機関

の受診やがん化を進めないための取り組みに努めましょ

う。 

○がんのリスクを高める生活習慣についての理解を深め、生

活に生かしましょう。 

○妊娠期からの健康相談や健康診査、健康学習等を利用し、

子どもの健やかな発育と生活習慣の形成に努めましょう。

○食に関する知識を高め、健全な食習慣の形成に努めましょ

う。 

○歯科検診や歯科相談等を受け、適切な口腔ケアを行いまし

ょう。 

○こころの健康づくりや精神疾患に対する知識を高めまし

ょう。 

○予防接種を受け、感染症の予防に努めましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体は、町民に定期的な各種健診（検診）の受診、

保健指導等を促しましょう。 

○事業者は、従業員に定期的な各種健診（検診）の受診、保

健指導等を促しましょう。 

○団体や事業者において、こころの健康づくりに関する学習

会を開催しましょう。 
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２－２．子育て支援 

目的と方針 

本町の宝である子どもが一人でも多く生まれ、健やかに育つよ

う、多面的な子育て支援施策を推進します。 

 

現状と課題 

わが国では、これまで各種の子育て支援施策を実施してきまし

たが、少子化は依然として進行しています。また、子ども同士の

ふれあいの減少、地域における多世代間のつながりの希薄化、子

育て家庭の孤立化等、子ども・子育てを取り巻く環境が大きく変

化する中、児童虐待や子どもの貧困なども社会問題として取りあ

げられています。 

本町では、「上富良野町子ども・子育て支援事業計画（平成 27

～31 年度）」に基づき、子育て支援施策を推進していますが、全

国的な傾向は本町においても例外ではないことから、子育てと次

代を担う子どもたちの育ちを地域全体で支える仕組み、安心して

出産・子育てできる環境づくりに向け、妊婦相談や乳児健診、乳

児家庭全戸訪問、養育訪問支援、ごみ袋交付事業などを通じて、

すべての子育て家庭に直接会う機会をつくり、それぞれの子育て

家庭が必要としている支援を把握していくことが重要です。 

今後は、子ども・子育て支援事業計画の見直し（子どもの貧困

対策を含む）を行いながら、関係機関と連携し、子育ての負担感

の軽減や地域で子育てできる環境整備に向けた取り組みをはじ

め、多面的な子育て支援施策を積極的に推進していく必要があり

ます。 
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施策の体系 

 

 

■子育て支援に関する指針の見直し 

■子どもの育つ力をのばす環境づくり 

■子育てと仕事の両立支援 

■子どもと子育てを支える地域づくり 

■安心して子育てできる環境の整備 

■子どもの貧困対策の推進 

■結婚を希望する男女への支援 

 
 

主要施策 

2-2-1．子育て支援に関する指針の見直し 

実状に即した子育て支援施策・子どもの貧困対策を総合的・計

画的に進めるため、「第２次上富良野町子ども・子育て支援事業計

画（平成 32～36 年度）を策定します。 

2-2-2．子どもの育つ力をのばす環境づくり 

地域子育て支援拠点事業の拡充、児童館事業の充実、障がい児

通所（相談）支援事業の充実など、家庭の養育力の向上、すべて

の子どもが質の高い幼児教育と保育を受ける機会の確保、療育が

必要な子どもに適切な支援ができる体制づくりを進めます。 

2-2-3．子育てと仕事の両立支援 

教育・保育施設給付や一時預かり事業、放課後児童健全育成事

業、ファミリー・サポート・センター事業など、子育てと仕事を

両立するための保育の確保をはじめ、あらゆる家庭、あらゆる親

の子育てをサポートするための仕組みを整えます。 

2-2-4．子どもと子育てを支える地域づくり 

子育てネットワークの拡充、子育てサロン、育児サークル支援

や子育て活動支援事業を推進します。 

子育て支援 
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2-2-5．安心して子育てできる環境の整備 

すべての町民が安心して子育てできるよう、子ども・子育て包

括センターや子どもセンターの機能充実を図り、子育て支援サー

ビスの情報提供や育児の悩みを相談できる体制を整備します。 

2-2-6．子どもの貧困対策の推進 

貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環境づくりに

向け、関係機関・団体等と連携し、教育面や生活面、保護者の就

労面、経済面における適切な支援を行います。 

2-2-7．結婚を希望する男女への支援 

少子化対策の一助として、団体や事業者において行われる結婚

を希望する男女の出会いの場づくり等への支援を行います。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

ファミリー・サポート・センター サ
ポート提供可能会員数 

人 71 120

育児サークル登録延べ世帯数 世帯 110 120
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町民に期待される主な役割 

町 民 

○地域子育て支援拠点事業や児童館事業等を利用し、家庭の

養育力の向上や質の高い教育・保育を受ける機会の確保等

に努めましょう。 

○教育・保育施設給付や一時預かり事業、放課後児童健全育

成事業等を利用し、子育てと仕事の両立等に努めましょ

う。 

○地域や団体で行われる子育てサロンや育児サークル活動

等に参加し、育児に関するの知識の向上や仲間づくり等を

行いましょう。 

○育児で悩んだ時は、子ども・子育て包括センターや子ども

センターで情報提供や相談を受けましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体は、子育てサロンや育児サークル活動等を行

い、子ども・子育てを支えましょう。 

○地域や団体は、貧困の状況にある子どもの支援に努めまし

ょう。 
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２－３．高齢者支援 

目的と方針 

高齢者がいきいきと生活し、介護や支援が必要になった場合で

も自分らしく安心して暮らし続けられるよう、地域包括ケアシス

テム※6の充実に向けた各種施策を総合的に推進します。 

 

現状と課題 

わが国では、世界に例をみない速度で高齢化が進む中、高齢者

が可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、

地域包括ケアシステムの充実に向けた取り組みを進めています。 

本町では、国や道の水準を上回る勢いで高齢化が進んでおり、

平成 30 年５月末現在の高齢化率は 31.5％と、町民の３割強が

65 歳以上となっています。 

今後、本町の高齢化はさらに進んでいくことが予想されており、

これに伴い、介護・支援を必要とする高齢者や認知症高齢者、高

齢者のみの世帯の増加が見込まれ、高齢者の自立支援や介護予

防・重度化防止に向けた取り組み、地域住民等の多様な主体によ

るサービスの提供をはじめ、高齢者支援の充実は引き続き重要課

題となっています。 

このような中、本町では平成 29 年度に、高齢者支援の指針と

して、「上富良野町第７期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計

画（平成 30～32 年度）」を策定しました。 

今後は、この計画に基づき、また必要な見直しを行いながら、

地域包括ケアシステムの充実に向けた各種施策を推進し、高齢者

ができる限り自立した生活を営み、介護や支援が必要になった場

合でも自分らしく安心して暮らし続けられる地域社会づくりを

進めていく必要があります。 

                         
※6 予防・介護・医療・生活支援・住まいなどのサービスが一体的に提供される仕組み。 
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施策の体系 

 

 

■高齢者支援に関する指針の見直し 

■介護予防の充実 

■地域支援体制の充実  

■介護保険サービスの充実 

 

 

主要施策 

2-3-1．高齢者支援に関する指針の見直し 

実状に即した高齢者支援を総合的・計画的に進めるため、「上富

良野町第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成 33

～35 年度）を策定します。 

2-3-2．介護予防の充実 

① 介護予防・日常生活支援総合事業の充実を図るとともに、自主

グループや活動を支えるリーダーの育成・支援を行います。 

② 高齢者がいきいきと生活できるよう、老人クラブの活動や高齢

者事業団の運営に対する支援を行います。 

2-3-3．地域支援体制の充実 

① 地域包括支援センターの機能を強化し、総合相談や地域支援事

業全体の充実を図ります。 

② 地域全体で高齢者の在宅生活を支える仕組みの構築に向け、生

活支援体制整備を推進します。 

③ 認知症への理解を深めるための啓発の推進や相談・支援体制の

充実、認知症サポーター※7の養成など認知症対策を推進するとと

もに、障がい者を含め、成年後見制度の活用に向けた支援を行い、

権利擁護を図ります。 

                         
※7 認知症の人や家族を見守る支援者。 

高齢者支援 
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④ 在宅医療・介護連携を推進し、切れ目のない提供体制の構築に

努めます。 

2-3-4．介護保険サービスの充実 

① サービス利用者のニーズに沿ったケアプラン作成と質の高い

サービスの提供など、介護保険制度の適正な運営を推進します。 

② 良質なサービスを安定的に提供できるよう、人材確保対策を促

進します。 

③ 虐待防止など高齢者の権利擁護に関する啓発・周知と適切な支

援を推進します。 

④ 介護保険事業計画に沿ったサービス・施設の整備を進めます。

ラベンダーハイツについては、適正な維持管理により老朽化への

対応に努めます。また、町立病院との連携強化を図るとともに、

介護と医療の一体的なあり方等も含めた、多様な運営方策につい

て検討していきます。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

老人クラブ加入率 ％ 34.9 36.6 

高齢者事業団登録率 ％ 1.4 1.7

介護予防教室参加率 ％ 2.2 2.7

認知症サポーター数 人 289 450

在宅支援サービス利用率 ％ 71.7 72.6 

入所施設サービス利用率 ％ 28.3 27.4 
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町民に期待される主な役割 

町 民 

○支え合う意識を高め、各種事業・サービスの提供に参画し

ましょう。 

○知識や技術を生かし、老人クラブの活動や高齢者事業団な

どに参画しましょう。 

○各種事業・サービスを効果的に利用し、介護状態の予防や

重度化の防止、在宅生活の充実等に努めましょう。 

○認知症サポーターとして、認知症の人を支える活動を行い

ましょう。 

○高齢者の権利擁護に関する意識・知識を高めましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体は、支え合う意識を高め、各種事業・サービス

の提供を行いましょう。 

○老人クラブや高齢者事業団は、活動・事業の充実を図りま

しょう。 

○サービス提供事業者は、人材確保対策等を進め、良質な事

業・サービスを安定的に提供しましょう。 

○地域や団体、事業者は、高齢者の権利擁護に関する意識・

知識を高めましょう。 
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２－４．障がい者支援 

目的と方針 

障がいがあってもなくても、だれもが互いに支え合い、明るく

豊かに安心して暮らせる地域づくりに向け、各種施策を推進しま

す。 

 

現状と課題 

障がい者が安心して自立した地域生活を送れるようにするた

めには、身近な地域において多様なニーズに対応した保健・医

療・福祉などの総合的な支援を効果的かつ効率的に受けることが

できる仕組みづくりが必要です。 

本町ではこれまで、「障害者基本法」や「障害者総合支援法」

等に基づき、２期にわたる障がい者計画と４期にわたる障がい福

祉計画を策定し、広報・啓発活動の推進や就労・雇用の促進、障

がい福祉サービスの提供をはじめ、各種施策を推進してきました。 

しかし、障がいに対する理解の深まり、定義の広がりにより、

障がい者数は年々増加傾向にあることに加え、高齢化に伴う障が

いの重度化・重複化が進んでおり、これらを踏まえた総合的な支

援が求められているほか、地域における住まいの場の確保など、

障がい者の地域生活を支援する取り組みが必要となっています。 

また、発達において支援を必要とする子どもも増加傾向にあり、

生活の中で様々な困難を抱えている実態から、地域の中での正し

い理解と、早期からの療育支援体制の充実が求められています。 

このような中、本町では平成 29 年度に、障がい者支援の指針

として、「第 2 期上富良野町障がい者計画（平成 25～32 年度）

（一部改訂）・第５期上富良野町障がい福祉計画（平成 30～32

年度）・第１期上富良野町障がい児福祉計画（平成 30～32 年度）」

を策定しました。 

今後は、この計画に基づき、また必要な見直しを行いながら、

障がい者の日常生活・社会生活を総合的に支援するための各種施

策を推進し、障がいがあってもなくても、大人も子どもも高齢者

も、だれもが互いに支え合い、明るく豊かに安心して暮らすこと

のできる地域づくりを進めていく必要があります。 
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施策の体系 

 

 

■障がい者支援に関する指針の見直し 

■広報・啓発活動の推進 

■就労・雇用の促進 

■保健・医療の充実 

■生活支援の充実 

■障がい福祉サービスの提供 

■子どもの療育支援 

 

 

主要施策 

2-4-1．障がい者支援に関する指針の見直し 

実状に即した障がい者支援を総合的・計画的に進めるため、「第

３期上富良野町障がい者計画（平成 33～40 年度）・第６期上富

良野町障がい福祉計画（平成 33～35 年度）・第２期上富良野町

障がい児福祉計画（平成 33～35 年度）」を策定します。 

2-4-2．広報・啓発活動の推進 

障がいや障がい者に対する町民の理解を深め、ノーマライゼー

ション※8の理念に基づく社会づくりを進めるため、地域や団体、

事業者と協働しながら、広報・啓発活動や福祉教育を推進します。 

2-4-3．就労・雇用の促進 

障がい者の就労・雇用を促進するため、障がい者就労支援制度

の利用促進など一般就労に向けた取り組みや、障がい福祉サービ

スにおける就労に関する訓練サービスの提供など福祉的就労に

向けた取り組みを進めます。 

                         
※8 年齢や障がいの有無などにかかわらず、だれもが等しく普通の生活を送れる社会こそ

正常であるという考え方。 

障がい者支援 
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2-4-4．保健・医療の充実 

保健・医療・福祉部門の連携強化のもと、障がいの早期発見・

早期治療・リハビリテーション体制の充実、精神保健に関する情

報提供・相談体制の充実に努めます。 

2-4-5．生活支援の充実 

① 障がい者個々の多様なニーズに対応できるよう、相談支援体制

の充実を図るほか、障がい者の虐待の防止や権利擁護に関する取

り組みを推進します。 

② 障がい者が生きがいを持ち、充実した生活を送れるよう、障が

い者のスポーツ・文化芸術活動、創作活動、交流活動等の場と機

会の充実に努めます。 

2-4-6．障がい福祉サービスの提供 

① 障がい者が地域において自立した生活を送ることができるよ

う、訪問系サービスや日中活動系サービス、居住系サービスなど、

各種サービスの提供体制の充実を促進します。特に、居住系サー

ビスとして、いつまでも住み慣れた地域で生活するための基盤確

保として、グループホームの整備を促進します。 

② 広域的連携のもと、相談の支援や手話通訳者等の派遣、日常生

活用具の給付、移動の支援をはじめとする地域生活支援事業を推

進します。 

2-4-7．子どもの療育支援 

障がい児通所（発達支援センター）事業、相談支援センター事

業の充実、保育所等訪問支援事業の実施に取り組み、発達に課題

を持つ児童に対して、特別支援教育と連携し、適切な療育を提供

できる体制づくりを進めます。 
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成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

一般就労への移行者数 
（計画期間中累計） 

人 2 4

障がい福祉サービス事業所数 事業所 8 9

グループホーム受入可能人数 人 11 20

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○障がいや障がい者に対する理解を深め、障がい者の自立と

社会参加を支援しましょう。 

○各種の障がい者支援事業・サービス等を効果的に利用し、

障がいの早期発見・早期治療・療育等に努めるとともに、

可能な限り自立と社会参加に努めましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体、事業者は、町民の障がいや障がい者に対する

理解の促進に努め、障がい者の自立と社会参加を支援しま

しょう。 

○事業者は、障がい者の雇用拡大に努めましょう。 

○スポーツ・文化団体等は、障がい者が気軽に参加できる場

と機会を提供しましょう。 

○サービス提供事業者は、サービス提供体制の充実に努め、

障がい者の状況やニーズに応じた適切なサービスを提供

しましょう。 
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２－５．地域福祉 

目的と方針 

「地域共生社会」の実現に向け、多様な主体の参画による地域

福祉体制の強化を進めるとともに、だれもが互いに支え合う地域

社会の実現に向けた取り組みを進めます。 

 

現状と課題 

わが国では、少子高齢化・人口減少の進行等に伴い、核家族や

高齢者のみの世帯が増加するなど、家族形態が大きく変化する中

で、地域住民同士のつながりの希薄化、地域における担い手の不

足や高齢化といった問題も顕在化しており、家庭や地域の支え合

いの力が低下しているといわれています。 

このような中、複雑・多様化する生活課題に対応していくには、

公的な取り組みだけではなく、地域福祉の向上に対する住民や関

係団体等の主体的な参画を促す仕組みをつくりあげ、「地域共生

社会」の実現を目指していくことが必要です。 

本町では、社会福祉協議会が町から受託している各種福祉・介

護サービスのほか、相談活動の推進や福祉ボランティア活動の支

援など、様々な場面で地域の福祉増進に取り組んでいます。 

また、民生委員・児童委員や福祉推進員・福祉係が地域に密着

した様々な活動を展開しているほか、各地域において、高齢者等

の閉じこもり予防や仲間づくりのためのふれあいサロンが開催さ

れています。 

しかし、今後においても少子高齢化は進行し、福祉ニーズはま

すます増大・多様化することが見込まれます。 

このような中、本町では平成 30 年度に、地域福祉を進めてい

くための指針として、「第３次上富良野町地域福祉計画（平成 31

～35 年度）」を策定しました。 

今後は、この計画に基づき、より多くの主体の福祉活動への参

画を促すとともに、だれかの「ＳＯＳ」を見つけ、だれもが「Ｓ

ＯＳ」を発信できる、温もりある「地域共生社会」の実現を目指

し、自殺予防やひきこもりに対する支援など、地域全体で支え合
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う仕組みづくりを進めていく必要があります。 

また、全国的に生活に困窮する人が増加する中、本町では、関

係機関との連携のもと、相談をはじめ、生活保護制度や生活困窮

者自立支援制度、資金貸付制度の利用に関する助言・指導等に努

めていますが、今後とも、これらの制度の周知や助言・指導等を

行い、必要な支援につなげていく必要があります。 

 

施策の体系 

 

 

■分野横断的に取り組む体制の整備 

■支え合う意識の醸成と人づくり 

■地域福祉活動団体等の育成・支援 

■自殺予防の推進 

■生活困窮者への支援 

 

 

主要施策 

2-5-1．分野横断的に取り組む体制の整備 

地域における見守り活動の推進、就労・住まい・ひきこもりに

対する支援、権利擁護の推進、防災・防犯対策の推進、バリアフ

リーのまちづくりなど、高齢者・障がい者・児童等の福祉に共通

する課題、分野を越えた複合的な課題、制度の狭間の問題に対し、

分野横断的に取り組む体制を整備し、関係機関と連携しながら解

決策を打ち出し、総合的に推進します。 

2-5-2．支え合う意識の醸成と人づくり 

社会福祉協議会等との連携のもと、広報・啓発活動の推進や学

習機会の提供、児童・生徒に対する福祉教育の推進等により、町

民一人ひとりの支え合う意識の醸成を図り、地域福祉活動への参

画促進、福祉ボランティアの育成・確保に努めます。 

地域福祉 
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2-5-3．地域福祉活動団体等の育成・支援 

社会福祉協議会をはじめ、民生委員・児童委員や各種福祉団体、

福祉ボランティア団体、ＮＰＯ※9法人など、地域福祉を担う団体

等の育成・支援を行います。 

2-5-4．自殺予防の推進 

関係機関・団体等のネットワークづくりを進めるとともに、広

報・啓発活動の充実や相談体制の整備、ゲートキーパー※10の養成、

児童・生徒へのＳＯＳの出し方に関する教育の実施をはじめ、そ

れぞれの世代等に応じた自殺予防を推進します。 

2-5-5．生活困窮者への支援 

関係機関と連携し、生活困窮者の実態を的確に把握しながら、

相談・指導に努めるとともに、生活保護制度や生活困窮者自立支

援制度、資金貸付制度の周知と利用に関する助言・指導等を行い、

必要な支援につなげていきます。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

福祉ボランティア登録団体数 団体 7 8

福祉ボランティア登録団体活動延べ人
数 

人 361 400

                         
※9 民間非営利組織。 
※10 自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、

話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）ができる人。 
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町民に期待される主な役割 

町 民 

○支え合う意識を高め、地域福祉活動・ボランティア活動に

参画しましょう。 

○ゲートキーパーとして、悩んでいる人に気づき、支援しま

しょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体、事業者は、地域福祉の担い手として、活動体

制を充実させ、地域福祉活動・ボランティア活動を充実さ

せましょう。 

○団体や事業者は、自殺予防のためのネットワークに参画

し、活動しましょう。 

○団体や事業者は、ゲートキーパーの養成に努めましょう。
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２－６．国民健康保険・国民年金等 

目的と方針 

町民がいつでも必要な医療を受け、安心して暮らせるよう、ま

た不安のない老後の生活を送れるよう、国民健康保険制度や国民

年金制度の周知等に努めます。 

 

現状と課題 

現在の医療制度は、すべての人が公的な医療保険制度に加入し、

いつでも必要な医療を受けることができる国民皆保険制度とな

っており、その中において、国民健康保険事業は他の健康保険に

加入していない人が必ず加入する医療保険とされ、国民皆保険制

度の根底を支えています。 

しかし、市町村国民健康保険の財政状況については、その制度

の性質上、他の健康保険に比べ支払われる保険料（税）に対して、

医療費の水準が高くなる傾向があるという構造的な課題を抱え

ています。 

このような中、多くの経常赤字を抱えている市町村が存在して

おり、国では、医療保険制度の財政基盤の安定化、負担の公平化、

医療費適正化の推進等の措置を講じる国保改革などを盛り込ん

だ「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等

の一部を改正する法律」が施行され、平成 30 年度からは都道府

県が国保運営の中心的な役割を担い、財政運営の責任主体となっ

ています。 

今後は、こうした状況を踏まえ、安定的かつ健全な制度運営に

寄与するよう、被保険者の自主的な健康づくりの促進をはじめ、

医療費の適正化に向けた取り組みを進めていく必要があります。 

一方、国民年金制度は、不安のない老後の生活のために必要不

可欠なものですが、若い世代を中心に、制度に対する正しい理解

が十分に得られていない状況もみられることから、制度の周知徹

底を一層進めていく必要があります。 
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施策の体系 

 

 

■国民健康保険制度の健全運営 

■国民年金制度の周知徹底 

 

 

主要施策 

2-6-1．国民健康保険制度の健全運営 

① 「上富良野町国民健康保険第 2 期保健事業実施計画（データヘ

ルス計画）・第 3 期特定健診等実施計画（平成 30～35 年度）」

に基づく保健事業や特定健康診査・特定保健指導等を実施し、町

民の健康管理意識の高揚と自主的な健康づくりを促進します。 

② 広報・啓発活動の推進やレセプト※11点検調査の実施による適正

受診の促進、ジェネリック医薬品※12の利用促進を図り、医療費の

適正化に努めます。 

2-6-2．国民年金制度の周知徹底 

未加入者及び保険料未納者の解消と年金受給権の確保のため、

関係機関と連携し、国民年金制度についての理解を深めるための

広報・啓発活動や相談等を行います。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

ジェネリック医薬品使用率 ％ 83.5 85.0

 

                         
※11 診療報酬明細書。 
※12 新薬の特許期間終了後に発売される、同等の成分・効き目で比較的安価な医薬品。 

国民健康保険 

・国民年金等 
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町民に期待される主な役割 

町 民 

○医療機関の適正受診やジェネリック医薬品の利用に努め

ましょう。 

○国民健康保険制度や国民年金制度についての理解を深め、

保険税・保険料の納付義務を果たしましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体は、国民健康保険制度や国民年金制度に関する

広報・啓発活動等に協力しましょう。 
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第３章 活力と交流あふれる産業の

まち 

３－１．農林業 

目的と方針 

豊富な食資源を誇る特色ある農業のまちとして、意欲ある担い

手の育成をはじめとする農業振興施策を町一体となって推進す

るとともに、森林の持つ多面的機能の発揮に向け、計画的な森林

整備を促進します。 

 

現状と課題 

わが国の景気は回復傾向にあるものの、少子高齢化に伴う労働

人口の減少は、農業分野においても深刻な問題となっています。 

このような中、全国の食料自給率（カロリーベース）が 38％

と低迷する一方で、北海道は全国 2 位の 185％（平成 28 年度

概算値）となっており、わが国の食料の安定供給に大きく貢献し

ています。 

本町においても、農業人口は減少している一方で、認定農業者

率※13については 90％以上を確保し、農業経営改善計画に基づく

計画的な営農を続けています。 

労働力不足を補うため、ほ場の大区画化や施設園芸作物の栽培

が進むなど、営農形態が変化してきているほか、スマート農業※14

が開発・導入されています。今後は、この効果を検証し、さらな

る取り組みを進めていくことが必要です。 

また、農業生産基盤の整備を進め、農作物の安定生産を確保す

ることも重要であり、関係機関と連携した効果的な施策が求めら

れるとともに、今後も進められる農産物の貿易自由化や国の農業

政策の見直しなど、様々な課題への対応も求められます。 

畜産については、貿易自由化による影響、多頭飼育化による労

働力不足、飼料の高騰、担い手の高齢化や減少といった問題を抱

                         
※13 農業経営体に占める認定農業者の割合。 
※14 ロボット技術やＩＣＴを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業。 
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えており、畜産関連施設の整備や家畜伝染病対策の強化など、安

定した収入を確保するための取り組みが必要です。 

本町では、平成 30 年度に農業振興のための総合的な指針とし

て、「第８次上富良野町農業振興計画」を策定しました。 

今後は、この計画等に基づき、意欲ある担い手の育成をはじめ、

本町の主要産業である農業の維持・発展に向けた多面的な取り組

みを町一体となって進めていく必要があります。 

一方、林業については、町有林を含む民有林は約 5,500ha で、

約７割が人工林となっており、このうち約８割が伐採の必要な時

期を迎えています。 

これらの森林は、木材の生産をはじめ、水源のかん養※15や山地

災害の防止、地球温暖化の防止などの多面的な機能を持ち、町民

生活と深く結びついていることから、適正な管理・整備が必要です。 

また、林業従事者の高齢化や若者の林業離れが進み、将来的な

担い手不足が懸念されており、就業環境の向上が求められています。 

有害鳥獣による農林産物被害については、ヒグマやエゾシカ、

カラス等に加え、近年はアライグマによる被害が増大してきてお

り、その対策の強化が求められています。 

 

施策の体系 

 

 

■農業・農村を担う人材の育成 

■農業生産基盤の充実 

■農業生産の省力化・高品質化等の促進 

■畜産の振興 

■食の安全・安心と環境に配慮した

農業の促進 

■農畜産物の消費の拡大 

■都市・農村交流と６次産業化の促進 

■計画的な森林整備の促進 

■有害鳥獣対策の強化 

                         
※15 水を蓄え、洪水を緩和したり、水質を浄化したりすること。 

農林業 
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主要施策 

3-1-1．農業・農村を担う人材の育成 

① 関係機関・団体と連携し、経営指導や情報提供の充実、利子助

成など経営安定への支援等を行い、認定農業者の育成・確保を図

るとともに、農業経営の法人化を支援します。 

② 人材育成アカデミーなどの研修・講習の内容充実、町独自の支

援事業の推進、新たな支援事業の検討・推進などにより、農業後

継者・新規就農者の育成・確保を図ります。 

③ 女性や高齢者が能力を発揮できるよう、経営への参画や就農環

境の向上に向けた啓発・情報提供等を行います。 

3-1-2．農業生産基盤の充実 

① 道営土地改良事業をはじめとする基盤整備を促進し、農地や農

道、用排水施設等の整備を進めます。 

② 日本型直接支払制度（多面的機能支払交付金、中山間地域等直

接支払交付金、環境保全型農業直接支払交付金）による農業の多

面的機能の維持・発揮のための地域活動や営農活動を支援します。 

③ 優良農地の保全と耕作放棄地の発生予防に向け、農地中間管理

事業の活用等により、担い手への農地の集積を促進します。 

3-1-3．農業生産の省力化・高品質化等の促進 

① スマート農業をはじめとする新技術導入に対する検証や情報

収集を行い、これに基づき、国等の施策を活用した事業の展開を

図ります。 

② 農業所得の安定と向上を促すため、指定園芸作物や特産物の生

産を支援します。 

③ 国の米政策に対し、農業再生協議会と協力し、安定生産、高品

質化等の取り組みを支援します。 

3-1-4．畜産の振興 

① 草地整備や牛舎整備など畜産基盤の整備充実を図るほか、広域

的連携のもと、串内牧場の適正運営・有効活用に努めます。 

② 家畜伝染病の予防のため、防疫・衛生対策の強化を行い、安心

して畜産が行える環境づくりに努めます。 
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3-1-5．食の安全・安心と環境に配慮した農業の促進 

家畜排せつ物など農業関連廃棄物の適正処理・リサイクルの促

進、有機栽培や低農薬栽培の促進、高度な生産工程管理の導入促

進などを通じ、食の安全・安心と環境に配慮した農業を促進しま

す。 

3-1-6．農畜産物の消費の拡大 

① 各種イベントや農業者・関係団体等が行う直売活動の活用、商

業施設や観光施設との連携、学校給食との連携等により、地産地

消を促進し、町内における消費の拡大を促します。 

② ホームページやマスコミの活用をはじめ、様々な媒体を通じた

戦略的なＰＲ活動を推進するとともに、農業者や関係団体が行う

都市部等への出展活動やイベントへの参加を支援し、町外におけ

る消費の拡大を促します。 

3-1-7．都市・農村交流と６次産業化の促進 

① 消費者との交流、農業と観光・交流の一体化に向け、農業・農

村体験やグリーン・ツーリズム※16の展開を促進します。 

② 豊富な農畜産物を生かした６次産業化※17をさらに促進するた

め、関係機関・団体と連携し、既存加工特産品の生産拡大と、消

費者ニーズに即した新たな加工特産品の開発等を支援します。 

3-1-8．計画的な森林整備の促進 

① 健全な森林の育成を図るため、森林組合と連携し、私有林の計

画的な伐採作業を促進するとともに、収益性の向上に向け、造林・

間伐等の保育作業の支援を行います。 

② 森林が持つ多面的機能の発揮のため、町有林の下刈・間伐を含

め、保全・整備を推進します。 

③ 道や事業者と連携し、林業就業者の就業環境の向上を図ります。 

                         
※16 農山村における滞在型の余暇活動。 
※17 第１次産業が、生産だけにとどまらず、加工品の製造・販売やサービスの提供など、

第２次、第３次産業まで踏み込むこと。 
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3-1-9．有害鳥獣対策の強化 

ヒグマやエゾシカ、カラス、アライグマなどによる農林産物被

害を防止するため、地域での捕獲活動の充実促進など、有害鳥獣

対策の強化を図ります。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

認定農業者数 人 254 250

農業生産法人数 法人 25 29

新規就農者数及び農業後継者数 
（計画期間中累計） 

人 3 3

耕作放棄地面積 ha 0 0

農業生産額 百万円 8,910 9,000

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○地域で行われる、農地や農道、用排水施設等を保全する活

動に参画しましょう。 

○町の農業への理解を深め、町内産農畜産物の購入機会を増

やしましょう。 

○農畜産物を生かした加工特産品の開発に参画しましょう。

地域・団体 

・事業者 

○地域において、農地や農道、用排水施設等を保全する活動

を行いましょう。 

○農業者は、行政や農業関係団体等による各種の支援を効果

的に利用し、人材の育成や各種の農業生産活動・販売活動

等の充実に努めましょう。 

○農業関係団体は、農業者が行う各種の農業生産活動・販売

活動等を支援しましょう。 

○地域や団体、事業者は、町の農業への理解を深め、町内産

農畜産物の購入機会を増やしましょう。 

○地域や団体、事業者は、農畜産物を生かした加工特産品の

開発に取り組みましょう。 

○森林所有者は、森林組合と連携して森林経営計画を作成

し、適正な森林施業を行いましょう。 
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３－２．商工業 

目的と方針 

経済活動が地域内で循環する活力とにぎわいのあるまちづく

り、雇用の場の確保に向け、商工業経営の安定化や新規開業等の

支援、企業誘致に努めるとともに、担い手の育成や地域ブランド

開発などを進めます。 

 

現状と課題 

商業は、人々の消費活動を支えるだけでなく、活気やにぎわい、

住民同士の交流を生み出すものとして、まちづくりにおいて重要

な役割を担っています。 

本町の商業は、ＪＲ上富良野駅周辺及び幹線道路沿いに形成さ

れた商店街を中心に行われており、平成 28 年の経済センサス－

活動調査によると、卸売業と小売業を合わせた事業所数は 93 事

業所、従業者数は 462 人、年間商品販売額は約 85 億円となっ

ています。 

本町では、商店街や店舗等の環境整備、新規開業の支援をはじ

め、各種の商業振興施策を進めてきましたが、スーパーや近郊の

大型量販店などへの購買力の流出が進んでいることに加え、イン

ターネットによる通信販売の利用が増えるなど、消費動向が大き

く変化しており、町内小売業を中心に苦戦を強いられている状況

にあります。 

このため、消費者のニーズを的確に把握し、新たなサービスを

展開することで、経済活動が地域内で一層循環する取り組みを強

化していくことが必要です。 

このような中、本町では平成 30 年度に、これまでの取り組み

と成果を踏まえ、「上富良野町商業振興計画（平成 31～35 年度）」

を策定しました。 

今後は、この計画に基づき、事業者の経営安定化、担い手の育

成を図るとともに、地域ブランドの確立に向けた取り組みを進め

ていく必要があります。 

また、工業は、地域全体の活力向上や雇用の場の確保に直結す

る重要な産業です。 
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本町の工業は、食料品製造業を中心に展開されており、平成

28 年の経済センサス－活動調査によると、従業者４人以上の製

造業は 11 事業所、従業者数は 367 人、製造品出荷額等は約 77

億円となっています。 

これらの事業所は、多くの地元従業者を抱える重要な雇用基盤

となっていることから、情報交換や設備投資に対する支援などの

フォローアップを実施していますが、今後も、これらの継続をは

じめ、既存企業への支援や優良企業の誘致に向けた取り組みを進

めていく必要があります。 

また、産業の種類を問わず、後継者不足の問題も顕著であり、

担い手の育成が将来のまちづくりにとって重要な課題となって

います。 

担い手といわれる若者世代の学習機会を増やし、また、業種の

垣根を越えた交流を広げるなどのサポートを充実し、地域産業を

盛りあげる取り組みが必要です。 

一方、地元の産物を新たな製品・商品に育てる地域ブランド開

発への取り組みは、地域の活性化を図る鍵として全国的に競争が

激化しています。本町においても、恵まれた自然条件等を生かし、

優良な農畜産物の生産が行われる中、地域ブランド開発への取り

組みの芽が出始めています。今後は、さらなる戦略により開発を

支援し、地域ブランドの確立、６次産業化を促していくとともに、

ふるさと応援寄附制度等を活用するなど、積極的な情報発信に努

めていく必要があります。 

 

施策の体系 

 

 

■商工会の運営支援 

■商工業経営の安定化・活性化の支援 

■新規開業・新事業展開の支援 

■商工業を担う人材の育成 

■優良企業の誘致 

■地域ブランド開発への取り組み 

 

商工業 
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主要施策 

3-2-1．商工会の運営支援 

商工会の運営を支援し、商工業の振興に向けた各種活動を促進

します。 

3-2-2．商工業経営の安定化・活性化の支援 

① 商工業事業者が経営上必要な資金を円滑に調達できるよう、

国・道・町の融資制度の周知と活用促進に努めます。 

② 商工業事業者が安定して事業を継続できるよう、店舗の環境整

備等に関する支援を行います。 

③ 商工業経営の活性化に向け、商工業者の共同による販売活動や

空き店舗の活用に向けた取り組みを支援します。 

④ 広報・啓発活動等を推進し、町民の地元商店での商品購入や地

場産品の購入を促します。 

3-2-3．新規開業・新事業展開の支援 

新規開業や新たな事業展開に取り組む商工業事業者等に対し、

設備投資や雇用等に関する支援を行い、産業振興、空き店舗の有

効活用等を促進します。 

3-2-4．商工業を担う人材の育成 

人材育成アカデミーなどの研修・講習の内容充実や産業連携の

場の充実を図るほか、新たに就業する商工業後継者に対する奨励

金の交付を行うなど、本町の商工業の担い手となる人材の育成を

図ります。 

3-2-5．優良企業の誘致 

企業の立地に関する優遇措置や補助制度の周知・活用を図ると

ともに、企業ニーズに応じた土地の紹介等を行い、優良企業の立

地を促進します。 
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3-2-6．地域ブランド開発への取り組み 

① 推奨品認定制度の充実と活用促進に努めるほか、特産品開発に

取り組む商工業事業者等に対し、開発や販売促進等に関する支援

を行い、地域ブランドの確立、６次産業化を促します。 

② ホームページやマスコミの活用をはじめ、様々な媒体を通じた

戦略的なＰＲ活動を推進するとともに、商工業事業者や関係団体

が行う都市部等への出展活動やイベントへの参加を支援します。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

小売業の年間販売商品額 万円 
658,259 

（平成 28 年） 
700,000

新規開業・特産品開発補助事業の認定
を受けた事業所数（計画期間中累計）

事業所 3 15

新規開業・特産品開発補助事業により
開発した商品数（計画期間中累計） 

商品 0 5

商工業者持続化補助事業の認定事業所
数（計画期間中累計） 

事業所 7 35

担い手サポート奨励事業の認定数 
（計画期間中累計） 

人 0 5

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○町の商工業への理解を深め、地元商店での商品購入や地場

産品の購入機会を増やしましょう。 

○団体や商工業事業者が行う地域ブランド開発やそのＰ

Ｒ・出展活動に参画しましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○商工会は、活動体制を充実させ、各種活動を活発に行いま

しょう。 

○地域や団体、事業者は、町の商工業への理解を深め、地元

商店での商品購入や地場産品の購入機会を増やしましょ

う。 

○商工業事業者は、行政や商工会等による各種の支援を効果

的に利用し、経営の安定化・活性化や新規開業・新事業展

開、能力の向上、後継者の育成・確保に努めましょう。 

○団体や商工業事業者は、地域ブランド開発やそのＰＲ・出

展活動を行いましょう。 
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３－３．観光・交流 

目的と方針 

地元経済の活性化はもとより、観光・交流から移住への展開を

見据え、ホスピタリティあふれる観光地づくりや複合的な機能を

備えた拠点の整備を図るとともに、貴重な自然遺産の保全・活用

と地域振興に向け、十勝岳ジオパーク構想を積極的に推進します。 

 

現状と課題 

近年のわが国の観光の動向をみると、国内における旅行消費額

は増加傾向にあり、このうち、日本人の旅行消費額は微増傾向と

なっていますが、外国人による旅行消費額が急増し、全体の 15％

を超える状況となっています。 

本町には、国立公園をはじめとする雄大で美しい自然環境・景

観や豊富な食資源のほか、多くのラベンダー畑や関連施設、温泉

やホテル・ペンション、日の出公園、後藤純男美術館、花と炎の

四季彩まつりなどの祭り・イベント、サイクリングコースやフッ

トパス、さらには十勝岳ジオパーク構想等々、多彩で魅力ある観

光・交流資源があります。 

本町では、こうした観光・交流資源を有効に活用し、観光を柱

とした活力あるまちづくりを進めるため、平成 24 年度に策定し

た「上富良野町観光振興計画（平成 25～30 年度）」に基づき、

多様な観光ニーズに対応するため様々な取り組みを進めてきま

したが、十分な成果を得る状況にはなっておらず、さらなる施策

の推進が求められています。 

しかし、オフシーズン※18プログラムの研究開発、イベントの充

実など官・民・地域が協働して取り組む芽も出てきており、今後

の展開が期待されています。 

このような中、本町では平成 30 年度に、これまでの取り組み

の成果と課題を踏まえ、「第２次上富良野町観光振興計画（平成

31～35 年度）」を策定しました。 

今後は、この計画に基づき、観光・交流人口の拡大による町経

                         
※18 閑散期。 
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済の活性化はもとより、観光・交流から移住への展開を見据え、

ホスピタリティ※19あふれる観光地づくりを町一体となって進め

ていくとともに、観光・交流及び町全体の活性化に向け、複合的

な機能を備えた拠点の整備を進めていく必要があります。 

また、本町及び美瑛町では、十勝岳の自然遺産を保全・活用し、

地域振興を図るとともに、これらの活動を町民とともに持続的に

進め、日本ジオパークとして認定されること（日本ジオパークネ

ットワークの正会員加盟）を目指し、「十勝岳」や「波状丘陵・

美しい丘」、「農業・土壌」、「防災」などをテーマとした十勝岳ジ

オパーク構想を推進しています。 

平成 29 年度に日本ジオパークの認定申請を行いましたが、優

れた地域資源や先進的な防災の取り組みなどが評価された一方、

事務局を含む十勝岳ジオパーク推進協議会の運営体制、ジオツー

リズムやジオパークガイドの実績、町民の認知と気運の高揚が不

十分であるなどの課題が示され、認定は見送られました。 

しかし、地域振興や郷土愛の醸成等を進めるうえで、ジオパー

ク活動が有効であるという認識に変わりはないことから、引き続

き町民と協働しながら活動を積極的に展開し、早期の日本ジオパ

ークの認定を目指していく必要があります。 

 

施策の体系 

 

 

■観光協会の運営支援 

■観光・交流資源の充実 

■新たな魅力づくりへの取り組み 

■観光・交流を担う人材の育成 

■タウンプロモーション活動の推進 

■外国人にやさしい観光地づくり 

■広域観光体制の充実 

■複合的な機能を備えた拠点の整備 

■十勝岳ジオパーク構想の推進 

                         
※19 おもてなしの心。 

観光・交流 
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主要施策 

3-3-1．観光協会の運営支援 

観光協会の運営を支援し、観光・交流の振興に向けた各種活動

を促進します。 

3-3-2．観光・交流資源の充実 

① 吹上温泉保養センター「白銀荘」などの町が管理・運営する観光・

交流施設や観光スポットの適正な維持管理・改修等を行います。 

② 関係団体等との協働のもと、花と炎の四季彩まつりなどの祭

り・イベントの内容充実に努めます。 

③ ラベンダー畑や関連施設、温泉やホテル・ペンション、後藤純

男美術館をはじめとする民間が管理・運営する観光・交流施設、

観光スポットについても、その整備充実を働きかけていきます。 

3-3-3．新たな魅力づくりへの取り組み 

小説「泥流地帯」・「続泥流地帯」の映画化に向け、三浦綾子記

念文学館、「泥流地帯」映画化を進める会との連携のもと制作への

支援を行うなど、既存観光・交流資源の視点を変えた活用や未利

用資源の掘り起こしを進め、多方面にわたる新たな魅力づくりに

取り組みます。 

3-3-4．観光・交流を担う人材の育成 

町民や観光関連事業者、行政職員等を対象に、ホスピタリティ

の向上や観光ガイドの育成、オフシーズンプログラムの研究開発、

外国人の受け入れ体制の強化などに関する研修会・ワーキング事

業等を実施し、本町の観光・交流を担う人材の育成を図ります。 

3-3-5．タウンプロモーション活動の推進 

関係団体等との協働のもと、ホームページやマスコミ、ふるさ

と応援寄附制度など、様々な媒体や機会、手段を活用し、効果的・

戦略的なタウンプロモーション活動※20を推進します。 

                         
※20 町の魅力や資源を内外に向けてアピールすることなどで、町への愛着と誇りを高め

るとともに、町の知名度や好感度を上げ、町そのものを全国に売り込むこと。 
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3-3-6．外国人にやさしい観光地づくり 

外国人観光客の誘致に向けた効果的な情報発信、パンフレット

や案内板、飲食店メニュー等の多言語化の一層の充実を図り、外

国人にやさしい観光地づくりを進めます。 

3-3-7．広域観光体制の充実 

広域的連携のもと、プロモーション活動の推進や魅力あるツア

ーの企画・催行など、地域一体となった観光振興に取り組みます。 

3-3-8．複合的な機能を備えた拠点の整備 

観光・交流及び町全体の活性化に向けた拠点として、特産品の

販売、農畜産物の加工研修や実習、情報発信をはじめ、複合的な

機能を備えた拠点施設の整備を図ります。 

3-3-9．十勝岳ジオパーク構想の推進 

① 活動の推進母体である十勝岳ジオパーク推進協議会の体制強化

について検討・推進し、町民や来訪者にわかりやすい推進協議会

の構築に努めます。 

② 養成講座を充実させ、ジオツーリズムの核となる専門的知識を

持つ案内人であるジオパークガイドの養成を行い、質の高いジオ

ツーリズム等を実践していきます。 

③ 十勝岳ジオパーク構想に関する出前講座の充実やイベントの開

催を通じ、町民の意識高揚を図ります。 

④ 上記の取り組み及び多様な分野におけるジオパーク活動を積極

的に推進し、早期の日本ジオパークの認定を目指します。 
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成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

観光入込客数 人 631,400 700,000

観光宿泊客数 人 76,100 80,000

訪日外国人宿泊客数 人 9,999 12,000

ジオパークガイド数 人 0 15

ジオパークツアー開催回数 回 0 2

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○小説「泥流地帯」・「続泥流地帯」の映画制作に協力しまし

ょう。 

○研修会等に参加し、ホスピタリティの向上に努めるととも

に、町の観光・交流振興に向けた多様な取り組みを検討し、

実践しましょう。 

○ジオパークガイドとして活動しましょう。 

○十勝岳ジオパーク構想に関する意識・知識を高め、地域や

団体等が行う自主的なジオパーク活動に参画しましょう。

地域・団体 

・事業者 

○観光協会は、運営体制を充実させ、各種活動を活発に行い

ましょう。 

○地域や団体、事業者は、祭り・イベントの内容充実に協力

しましょう。 

○観光関連事業者は、自らの観光・交流施設等の整備充実に

努めましょう。 

○地域や団体、事業者は、小説「泥流地帯」・「続泥流地帯」

の映画制作に協力しましょう。 

○地域や団体、事業者は、研修会等に参加し、ホスピタリテ

ィの向上に努めるとともに町の観光・交流振興に向けた多

様な取り組みを検討し、実践しましょう。 

○地域や団体、事業者は、タウンプロモーション活動に協力

しましょう。 

○地域や団体、事業者は、外国人にやさしい観光地づくりに

協力しましょう。 

○地域や団体は、十勝岳ジオパーク構想に関する意識・知識

を高め、自主的なジオパーク活動を行いましょう。 
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３－４．雇用対策 

目的と方針 

地元雇用の促進に向け、求人情報の提供や新規雇用に取り組む

事業所への支援などに努めるとともに、働きやすい環境づくりに

向けた啓発等に努めます。 

 

現状と課題 

近年、わが国の雇用情勢は、有効求人倍率※21が高水準となるな

ど、改善してきています。 

富良野地域においても、雇用情勢は着実に改善してきています

が、新卒の新規採用や正規採用を行う事業者が少ないほか、求職

と求人のミスマッチなどの問題もみられ、労働人口の地域外への

流出、特に若者の流出が大きな課題となっています。 

このため、本計画に掲げる各分野の産業振興施策の推進により

雇用の場の確保を目指すほか、雇用に関する情報の提供や新規雇

用に取り組む事業所への支援、人材育成等に関する広域的な機関

の利用促進など、若者の地元就職やＵ・Ｉターン※22の促進につな

がる効果的な取り組みを積極的に進めていく必要があります。 

また、就業者が働きやすい環境づくりに向け、事業所に対する

啓発等を進めていく必要があります。 

 

                         
※21 ハローワークに登録している求職者に対する、求人を募集している企業からの求人

数の割合。 
※22 Ｕターンは出身地から地域外へ出た後に出身地へ戻ること。Ｉターンは出身地にかか

わらず住みたい地域へ移り住むこと。 
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施策の体系 

 

 

■地元雇用を促進するための支援 

■働きやすい環境づくりに向けた啓

発・情報提供 

 

 

3-4-1．地元雇用を促進するための支援 

① 地元事業所、関係機関、町が地域の雇用課題を共有するネット

ワークづくりを進めます。 

② 地元事業所等と連携し、町独自で求人情報を作成するとともに、

ハローワークふらのの求人情報とともに、町内主要箇所において

迅速に提供します。 

③ 関係機関との連携や広域的連携のもと、地元事業所に新規雇用

や季節労働者の通年雇用に関する助成制度の活用を促し、町民の

新規雇用や通年雇用を促進します。 

④ 人材育成・能力開発に関する広域的な機関が行う各種教育訓

練・講習の情報提供及び受講促進に努めます。 

3-4-2．働きやすい環境づくりに向けた啓発・情報提供 

就業者が働きやすい環境づくりに向け、関係機関と連携し、地

元事業所とともに多様な働き方の実現や仕事と育児・介護との両

立をはじめ、「働き方改革」に関する取り組みや啓発・情報提供

を行います。 

 

雇用対策 
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成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

町内就業者率 ％ 82.9 85.0

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○求人情報を効果的に利用し、地元就職に努めましょう。 

○広域的な機関が行う訓練・講習を受け、就職に必要な能

力・資格等を身につけましょう。 

○「働き方改革」に関する意識・知識を高め、充実した職業

生活を送りましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○事業者は、関係機関や町とともに地域の雇用課題を共有し

ましょう。 

○事業者は、求人情報の作成に協力しましょう。 

○事業者は、助成制度を活用し、町民の新規雇用や通年雇用

に努めましょう。 

○事業者は、「働き方改革」に関する意識・知識を高め、従

業員が働きやすい環境づくりに努めましょう。 
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第４章 未来を拓く人を育む教育・文

化のまち 

４－１．学校教育 

目的と方針 

未来を切り拓く子どもたちの育成に向け、「活きる力」を育む教

育活動の一層の推進を基本に、総合的な学校教育環境の充実を図る

とともに、上富良野高等学校の存続に向けた取り組みを進めます。 

 

現状と課題 

少子化の急速な進行や養育環境の多様化に伴い子どもたちを

取り巻く環境が大きく変化するとともに、情報化やグローバル化

といった社会環境の変化が急速に進む中で、予測困難な時代の未

来を切り拓くために必要な「活きる力」を身につけた人材の育成

が求められ、新学習指導要領においては、「何ができるようにな

るのか」という観点から、「何をどのように学ぶのか」という主

体的・対話的で深い学びを目指しています。 

学校においては、基礎学力の向上を中心としながらも、特別支

援教育やふるさと教育、体力づくりをはじめ、子どもの成長その

ものをトータルでサポートする役割が求められています。 

また、いじめや不登校といった「学校生活によるトラブル」が

増加傾向にある中で、学校だけでは対応が難しいケースもあり、

家庭での対応はもとより専門的な支援が必要となっています。 

本町には、小学校が３校、中学校が１校あります。平成 30 年

度にすべての学校でコミュニティ・スクール※23を導入し、地域と

学校が目指す子どもの姿を共有するとともに、地域が学校運営に

参画することで、子どもたちの幅広い学びを保障し、地域ととも

にある学校づくりを進めています。 

各学校においては「確かな学力育成プラン」を作成し、指導方

                         
※23 学校運営協議会制度。学校と地域・保護者が力を合わせて学校の運営に取り組むこ

とが可能となる「地域とともにある学校」を目指すための仕組み。 
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法の工夫・改善、学習規律・家庭学習の定着などによる児童・生

徒の学力向上に取り組んでいるほか、家庭や関係機関と連携し、

早期からの教育相談体制の充実を図り、一人ひとりのニーズに応

じた特別支援教育に取り組んでいます。 

このような中、本町では平成 30 年度に、教育行政の総合的な

指針として、「第２次上富良野町教育振興基本計画（平成 31～40

年度）」を策定しました。 

今後は、この計画に基づき、また、新たな学習指導要領等を踏

まえ、活きて働く学力や豊かな心、健やかな体などの「活きる力」

を育む教育活動の一層の推進を基本に、コミュニティ・スクール

の充実による学校と地域の連携・協働の促進、地域に根ざした特

色ある学校づくり、これらを支える学校施設・設備の充実など、

総合的な学校教育環境の充実を進めていく必要があります。 

また、本町には、道立上富良野高等学校がありますが、本町の

重要な教育施設であるとともに、教育環境の向上や町の活性化の

ために必要不可欠な存在であることから、その存続に向けた取り

組みを町一体となって進めていく必要があります。 

 

施策の体系 

 

 

■活きて働く学力の育成 

■豊かな心の育成 

■健やかな体の育成 

■学びを支える家庭・地域づくり 

■学びを高める信頼される学校づくり 

■高等学校の存続に向けた取り組み 

 

 

学校教育 
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主要施策 

4-1-1．活きて働く学力の育成 

① 確かな学力を育成するため、アクティブ・ラーニング※24の取り

組みや学力育成プランの作成・評価・検証・改善サイクルの確立、

学習規律の早期定着を図るための学習支援員の配置を行います。 

② 特別支援教育の充実に向け、関係機関との連携による切れ目のな

い一貫した支援の充実や個別支援体制の充実のための特別支援教

育指導助手の配置、「すくらむかみふ※25」の有効活用を図ります。 

③ 国際理解教育の充実に向け、ＡＬＴ※26とのＴＴ指導※27や公開授

業交流等による外国語教育の充実を図り、外国語でのコミュニケ

ーション能力を育成します。 

④ 情報教育の充実に向け、情報モラルやプログラミング教育を含

む情報活用能力の育成やＩＣＴ機器の整備、教員の指導力の向上

を図ります。 

⑤ キャリア教育※28の充実に向け、社会的自立と自己実現をイメー

ジできる職業体験活動や、児童・生徒の発達段階に応じた主権者

教育を推進します。 

4-1-2．豊かな心の育成 

① 道徳教育の充実に向け、指導方法の工夫・改善や多様な価値観

を認め多角的に考えを深める学習を行います。 

② ふるさと教育の充実に向け、十勝岳を核としたジオパーク学習

や火山防災学習、社会科副読本「かみふらの」の活用、三重県津

市の安東小学校との姉妹校交流を通じた開拓の歴史や地域文化

の学習を行います。 

③ 読書活動を推進するため、図書館との連携による乳幼児期から

の読書習慣の確立や学校図書館の環境整備を行います。 

④ 体験活動を推進するため、教育課程への位置づけを明確にし、

コミュニティ・スクールとの連携による多様な体験活動を行います。 

                         
※24 児童・生徒が能動的に学びに参加する学習法。 
※25 子どもの成長の記録などを書き込み、保健・医療・福祉・教育などの関係機関によ

る連携した支援を受けることができるようにするためのファイル。 
※26 外国語指導助手。 
※27 チームティーチング。複数の教師が協力して授業を行う指導方法。 
※28 職業に関する知識や技能、進路を選択する能力を育てる教育。 



 

 
前期基本計画 

70 

⑤ コミュニケーション能力を育成するため、自分の考えを深め、

表現し、話し合う活動の充実や言語活動の改善・充実を図る教育

課程の工夫を行います。 

⑥ いじめ・不登校を解消するため、アンケート調査等による早期

発見と組織的な対応、ネットトラブルの防止に向けた取り組み、

スクールカウンセラー※29またはスクールソーシャルワーカー※30

による専門的な相談支援体制の整備、不登校児童・生徒の居場所

づくりを行います。 

4-1-3．健やかな体の育成 

① 体力・運動能力の向上に向け、学校における体育授業の改善や

社会教育事業との連携による運動・スポーツへの関心を高める取

り組みを行います。 

② 食育を推進するため、学校・家庭・地域が連携した地産地消の

取り組みや安全・安心な学校給食の提供体制の整備、食文化の理

解や調理、農業体験などを含む幅広い取り組みを行います。 

③ 健康教育の充実に向け、心身の健康を守るための知識と意識を

身につける学習や「かみふっ子健診」との連携、食育・運動と協

調した健康教育を行います。 

4-1-4．学びを支える家庭・地域づくり 

① 家庭教育の充実に向け、生活リズムとしての学習習慣の定着や

家庭の教育力・養育力の向上を支援します。 

② 学校と地域の連携・協働を推進するため、地域の人材が活躍で

きるコミュニティ・スクールの活性化や社会教育・子育て支援と

の連携による子どもの居場所づくり、放課後・土曜日等の学習サ

ポート体制の充実を図ります。 

③ 学びのセーフティネットとして、就学援助制度の運用による経

済的支援や福祉部門との連携による相談体制の充実を図ります。 

                         
※29 学校において児童・生徒の悩みなどの相談に応じる心理の専門家。 
※30 家庭・学校・地域をつなげ、児童・生徒が抱える問題の解決を支援する福祉の専門

家。 
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4-1-5．学びを高める信頼される学校づくり 

① 学校段階間の連携・接続を推進するため、幼児教育と小学校と

の円滑な接続のためのスタートカリキュラムの作成や小学校と

中学校の目標の共有、共通した取り組みによる中 1 ギャップ※31へ

の対応を図ります。 

② 特色ある学校づくりに向け、子どもの興味や関心を高める多様

な教育活動、教育環境や少人数の利点を生かした複式教育の充実

を図ります。 

③ 授業力や児童・生徒の理解力の向上、ＩＣＴ教育の充実に向け、

教員一人ひとりの資質・能力向上のための研修機会を確保すると

ともに、アクティブ・ラーニングの実践サポートを行います。 

④ 学校施設については、安全・安心な学習・生活環境を確保する

ための施設整備やＩＣＴ機器をはじめとする設備の整備を図り

ます。 

⑤ 学校運営の改善に向け、教職員の健康管理と働き方改革を進め

るとともに、学校のマネジメント機能を強化し、校長のリーダー

シップのもと組織的な学校運営を進めます。 

⑥ 学校安全教育の充実に向け、生活安全に関する教育の充実や危

機管理マニュアルの点検・見直しを行います。 

4-1-6．高等学校の存続に向けた取り組み 

① 高校生が地域づくりに参画する活動や、将来に向けた資格取得

など、特色ある教育活動を支援します。 

② 入学準備金や通学費、就学支援金の交付、学校のＰＲなど、上

富良野高等学校存続に向けた取り組みを進めます。 

 

                         
※31 中学進級に伴う環境の変化にうまく対応できないこと。 
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成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

特別支援教育の学年・学校間の引き継
ぎでの「すくらむかみふ」活用率 

％ 24.0 100.0

教育用ＩＣＴ機器の整備率（機器１台
に対する児童・生徒数） 

人 4.3 3.0

認定こども園との連携によるスタート
カリキュラム作成小学校数 

校 0 3

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○学校や地域と連携し、子どもの食育に取り組みましょう。

○家庭教育の充実に努めましょう。 

○コミュニティ・スクールについて関心を高め、学校運営に

参画・協働しましょう。 

○地域や団体で行う子どもの居場所づくりや放課後・土曜日

等の学習サポートに参画しましょう。 

○上富良野高等学校の存続に向けた取り組みに参画しまし

ょう。 

地域・団体 

・事業者 

○団体や事業者は、キャリア教育や体験活動の機会を提供し

ましょう。 

○地域において、学校や家庭と連携し、子どもの食育に取り

組みましょう。 

○地域や団体は、コミュニティ・スクールについて関心を高

め、学校運営に参画・協働しましょう。 

○地域や団体は、子どもの居場所づくりや放課後・土曜日等

の学習サポートを行いましょう。 

〇地域や団体、事業者は、町と連携し、上富良野高等学校の

存続に向けた取り組みを行いましょう。 
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４－２．社会教育 

目的と方針 

町民一人ひとりが自ら学び、活動し、その取り組みが本町のま

ちづくりに生かされる生涯学習社会の形成に向け、総合的な学習

環境づくりを進めます。 

 

現状と課題 

すべての人々が、生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる

場所において学習することができ、その成果を生かすことができ

る生涯学習社会の形成が求められています。 

本町では、町民一人ひとりに生涯にわたって自発的に学ぶ機会

を提供し、豊かな心と健やかな体を育み、うるおいのあるまちづ

くりを進めるため、家庭と地域の教育力の向上や青少年の健全育

成に向けた取り組み、幼児から高齢者までの各世代における様々

な講座や教室等の開催などに努めてきました。 

しかし、社会・経済情勢が急速に変化する中、生涯の各期にお

ける学習課題はますます多様化しているほか、講座や教室等への

参加者の固定化や減少、町民主導型への移行の遅れといった状況

もみられ、すべての町民が自ら学び、活動し、その取り組みが本

町のまちづくりに生かされるような学習環境づくりが求められ

ています。 

また、図書館においては、より多くの町民が読書に親しめるよ

う、蔵書の充実など機能の強化や施設の整備充実などが求められ

ています。 

このような中、本町では平成 30 年度に、教育行政の総合的な

指針として、「第２次上富良野町教育振興基本計画（平成 31～40

年度）」を策定したほか、子どもの読書活動の促進に向け、「第３

次上富良野町子ども読書推進計画（平成 31～35 年度）」を策定

しました。 

今後は、これらの計画に基づき、家庭・地域の教育力の向上や

青少年の健全育成に向けた効果的な取り組みを進めるとともに、

町民の学習ニーズを常に把握しながら、特色ある講座や教室等の

開催、図書館や読書活動の充実などを進めていく必要があります。 



 

 
前期基本計画 

74 

施策の体系 

 

 

■家庭と地域の教育力の向上促進 

■青少年の健全育成に向けた取り組み 

■魅力ある講座・教室等の企画・開催 

■学習関連情報の提供 

■学習関連団体・指導者の育成 

■学習関連施設の適正管理 

■図書館の充実と読書活動の促進 

 

 

主要施策 

4-2-1．家庭と地域の教育力の向上促進 

① 「早寝・早起き・朝ごはん運動」の普及・啓発等による生活リ

ズムの定着促進、家庭教育に関する学習機会の提供や広報・啓発

活動、情報提供等を行い、家庭の教育力向上を促します。 

② 放課後クラブ・放課後スクールの実施など放課後・土曜日等の

青少年の居場所づくりや学習支援をはじめ、地域学校協働活動の

展開を促進し、地域における教育力の向上を促します。 

4-2-2．青少年の健全育成に向けた取り組み 

青少年健全育成をすすめる会や子ども会育成協議会、青少年団

体協議会等の関係機関・団体の活動を通じて、健全育成に関する

意識啓発や非行の防止、子ども会活動の活性化、青少年の体験・

交流活動やボランティア活動等への参画促進などに努めます。 

4-2-3．魅力ある講座・教室等の企画・開催 

町民の学習ニーズを的確に把握しながら、また道や大学、事業

者等とも連携しながら、公民館講座やマイプラン・マイスタディ

講座、いしずえ大学をはじめとする既存の講座や教室等の充実を

核に、魅力ある講座や教室等の企画・開催を図ります。 

社会教育 
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4-2-4．学習関連情報の提供 

町民の自主的な学習活動を支援するため、町民が必要とする学

習関連情報の収集・提供に努めます。 

4-2-5．学習関連団体・指導者の育成 

① 町民の学習活動の一層の活発化を促すため、社会教育団体や自

主的な学習団体・サークルの育成・支援に努めます 

② 町民の多様なニーズに応えるため、学習活動の指導者の育成・確保

に努めます。 

4-2-6．学習関連施設の適正管理 

老朽化への対応や安全性の確保等を見据え、社会教育総合セン

ターや公民館など学習関連施設の機能が十分に果たされるよう

適正な維持管理・改修等を計画的に進めます。 

4-2-7．図書館の充実と読書活動の促進 

① 図書館について、より多くの町民が読書に親しめるよう、施設・

設備の適正な維持管理・改修等をはじめ、町民ニーズに即した蔵

書の充実やボランティアと連携した多様な図書館事業の推進など、

読書活動の拠点としての機能強化を進めます。 

② 「第３次上富良野町子ども読書推進計画」に基づき、子どもの

読書活動の一層の活発化に向けた取り組みを推進します。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

生涯学習講座実施回数 回 20 25

生涯学習団体数 団体 29 35

生涯学習団体登録者数 人 516 600

生涯学習施設利用者数 人 241,481 265,000

図書館事業開催回数 回 235 250
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町民に期待される主な役割 

町 民 

〇「早寝・早起き・朝ごはん運動」等に取り組み、子どもの
生活リズムを整えましょう。 

○家庭教育の大切さを認識し、積極的に取り組みましょう。
○地域や団体が行う地域学校協働活動に参画しましょう。 
○青少年健全育成団体に加入し、活動に参画しましょう。 
○町の講座・教室等を効果的に利用し、学習活動等に意欲的

に取り組み、その成果を日常生活などに役立てましょう。
○学習関連情報を入手し、学習活動に生かしましょう。 
○社会教育団体や学習団体・サークルに加入し、活動に参画

しましょう。 
○指導者として、学習活動を支援しましょう。 
○図書館ボランティアとして活動しましょう。 
○読書に親しむ機会を増やすとともに、子どもの読書を促し

ましょう。 

地域・団体 

・事業者 

〇地域や団体は、地域学校協働活動を行いましょう。 
○青少年健全育成団体は、活動体制を充実させ、活発な活動

を行いましょう。 
○地域や団体、事業者は、町の講座・教室等を効果的に利用

し、学習活動等に意欲的に取り組み、その成果を地域づく
りや事業活動などに役立てましょう。 

○事業者は、町の講座・教室等の企画・開催に協力しましょう。
○社会教育団体や学習団体・サークルは、活動体制を充実さ

せ、活発な活動を行いましょう。 
○地域や団体は、子どもの読書を促しましょう。 
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４－３．スポーツ 

目的と方針 

すべての町民が日常的にスポーツに親しみ、健康で豊かな生活

を送ることができるよう、スポーツ活動の場と機会の充実を図り

ます。 

 

現状と課題 

わが国では、すべての人々がスポーツを通じて幸福で豊かな生

活を営むことができる社会づくりを目指し、また、平成 32 年の

オリンピック・パラリンピックの東京開催等を見据え、平成 27

年にスポーツ庁を創設するとともに、第２期スポーツ基本計画を

策定し、スポーツ立国の実現に向けた取り組みを進めています。 

本町は、各種のスポーツ活動が盛んなまちで、体育協会やスポ

ーツ少年団、女性スポーツ協議会に加盟する数多くのスポーツ団

体や総合型地域スポーツクラブが、運動公園をはじめとする各ス

ポーツ施設を利用し、活発な活動を行っています。町では、これ

らスポーツ団体の育成・支援をはじめ、スポーツ施設の整備充実、

各種スポーツ大会・教室の開催など、スポーツの振興に向けた各

種の取り組みを行っています。 

しかし、近年、健康志向の高まりなどから、町民のスポーツに

対する関心が高まる一方で、若者のスポーツ離れが進むなど、ス

ポーツを取り巻く環境は大きく変化してきており、町民一人ひと

りがそれぞれの年齢や体力に応じたスポーツ活動に取り組み、生

活の一部として定着させることができる環境づくりが一層求め

られています。 

このため、スポーツ団体の育成や指導者の育成・確保、スポー

ツ大会・教室の充実を図るとともに、老朽化が進むスポーツ施設

の適正管理などに努める必要があります。 
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施策の体系 

 

 

■スポーツ団体・指導者の育成 

■スポーツ活動の普及促進 

■スポーツ施設の適正管理 

 

 

主要施策 

4-3-1．スポーツ団体・指導者の育成 

① 町民の自主的なスポーツ活動の一層の活発化を促すため、体育

協会やスポーツ少年団、女性スポーツ協議会の育成・支援を行い

ます。 

② 総合型地域スポーツクラブが自主的かつ安定的に運営されるよ

う、指導・助言など側面からの支援を行います。 

③ 町民の多様なニーズに応えるため、スポーツ推進委員などのス

ポーツ活動の指導者の育成・確保に努めます。 

4-3-2．スポーツ活動の普及促進 

① 町民のスポーツへの関心を高めるため、スポーツに関する広

報・啓発活動や情報提供を行います。 

② 体育協会やスポーツ推進委員と連携し、各種スポーツ大会・教

室等の内容充実及び運営体制の充実を図り、参加促進に努めます。 

③ 地域スポーツ推進員の活動を促進し、地域ごとのスポーツ活動

の活発化を促します。 

④ 十勝岳ジオパーク構想を推進する視点から、体育協会による「ジ

オ登山」の実施など、スポーツ団体による自主的なジオパーク活

動を促進します。 

スポーツ 
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4-3-3．スポーツ施設の適正管理 

老朽化への対応や安全性の確保等を見据え、運動公園をはじめ

とするスポーツ施設の適正な維持管理・改修等を計画的に進める

とともに、学校体育施設の有効活用を図ります。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

スポーツ団体数 団体 88 95

スポーツ団体登録者数 人 2,363 2,500

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○スポーツ団体・クラブに加入し、スポーツ活動に取り組み

ましょう。 

○指導者として、スポーツ活動を支援しましょう。 

○スポーツへの関心を高め、日常的にスポーツに親しみまし

ょう。 

○各種スポーツ大会・教室に参加しましょう。 

○地域で行うスポーツ活動に参加しましょう。 

○スポーツ団体・クラブか行うジオパーク活動に参画しまし

ょう。 

地域・団体 

・事業者 

〇スポーツ団体・クラブは、活動体制を充実させ、活発な活

動を行いましょう。 

〇スポーツ団体・クラブは、指導者の育成・確保を図りまし

ょう。 

○スポーツ団体・クラブは、行政と連携し、スポーツ大会・

教室の内容充実や運営体制の充実を図り、町民の参加を促

進しましょう。 

○地域は、スポーツ推進体制を充実させ、活発な活動を行い

ましょう。 

○スポーツ団体・クラブは、自主的なジオパーク活動を行い

ましょう。 
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４－４．文化芸術 

目的と方針 

心豊かな活力ある町民生活の実現と地域文化の継承に向け、町

民主体の文化芸術活動の活発化を促進していくとともに、有形・

無形の貴重な文化財の保存・活用を図ります。 

 

現状と課題 

文化芸術は、人々に生きる喜びや感動をもたらすだけでなく、

相互に理解し尊重し合い、多様性を受け入れることができる心豊

かな活力ある社会づくりに欠かせない重要な要素です。 

本町では、文化連盟に加盟する文化団体が中心となって、多様

な文化芸術活動が行われています。町では、これら文化団体の育

成・支援をはじめ、文化芸術を鑑賞する機会の提供や総合文化祭

の開催等による発表の場の提供など、文化の振興に向けた各種の

取り組みを行っています。 

しかし、文化芸術活動への参加者の減少や高齢化、若者の参加

率の低下といった状況もみられ、今後は、世代を問わずだれもが

気軽に文化芸術にふれ、楽しみ、活動できる環境づくりを一層進

めていく必要があります。 

一方、文化財は、長い歴史の中で生まれ、守り伝えられてきも

のであり、地域住民のかけがえのない財産です。 

本町には、「東中尋常高等小学校御真影奉置所」をはじめとす

る文化財や「安政太鼓」、「清流獅子舞」、「清流太鼓」などの伝統

芸能が残されているほか、町の開拓や十勝岳の噴火の歴史、十勝

岳ジオパークなどに関する資料等を展示する郷土館や開拓記念

館があります。 

これらの文化財や施設は、町民の郷土への愛着と誇りを高める

とともに、本町の歴史や文化・風土を内外に発信するうえで大き

な役割を担っていることから、今後とも適切な保存・活用や展示

等に努め、町内外の多くの人々が本町の歴史や文化に親しめる環

境づくりを進めていく必要があります。 



 

 
前期基本計画 

81 

施策の体系 

 

 

■文化団体・指導者の育成 

■文化芸術にふれ、活動する機会の

充実 

■文化財の保存・活用 

 

 

主要施策 

4-4-1．文化団体・指導者の育成 

① 町民の自主的な文化芸術活動の一層の活発化を促すため、文化

連盟をはじめとする各種文化団体の育成・支援を行います。 

② 町民の多様なニーズに応えるため、文化芸術活動の指導者の育成・

確保に努めます。 

4-4-2．文化芸術にふれ、活動する機会の充実 

① 自主企画芸術鑑賞事業への支援や児童を対象とした芸術鑑賞会

の開催等を行い、多様な文化芸術を鑑賞する機会の充実に努めます。 

② 総合文化祭の開催や広域的な文化団体交流会への参加支援、「小

さな美術館」の開催支援等を行い、文化芸術活動の成果を発表す

る機会の充実に努めます。 

③ 十勝岳ジオパーク構想を推進する視点から、文化連盟加盟団体

による「ジオ書道」の実施など、文化団体による自主的なジオパ

ーク活動を促進します。 

4-4-3．文化財の保存・活用 

① 町指定の有形文化財について、地域や関係団体等との協働のも

と、適正な保存・活用を図ります。 

② 伝統芸能について、伝承・保存活動団体への支援等を行い、伝

承・保存に努めます。 

③ 郷土史の調査・研究活動等に主体的に取り組む団体への支援を

行います。 

文化芸術 
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④ 郷土館及び開拓記念館について、町民の郷土意識の高揚や郷土

学習の機会の充実、観光的活用の充実、十勝岳ジオパーク構想の

推進に向け、運営及び展示内容の充実を図ります。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

郷土館・開拓記念館入場者数 人 1,230 1,800

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○文化団体に加入し、文化芸術活動に取り組みましょう。 

○指導者として、文化芸術活動を支援しましょう。 

〇芸術鑑賞に関する事業に参加し、多様な文化芸術を鑑賞し

ましょう。 

○総合文化祭や広域的な文化団体交流会等に参加し、活動の

成果を発表しましょう。 

○文化団体が行う自主的なジオパーク活動に参画しましょ

う。 

○文化財への理解を深め、有形文化財の保存・活用や伝統芸

能の伝承・保存に協力しましょう。 

○郷土館や開拓記念館を利用し、郷土の歴史に関する意識・

知識を高めましょう。 

地域・団体 

・事業者 

〇文化団体は、活動体制を充実させ、自主的な文化芸術活動

を行いましょう。 

〇文化団体は、指導者の育成・確保を図りましょう。 

○文化団体は、総合文化祭や広域的な文化団体交流会等に参

加し、活動の成果を発表しましょう。 

○文化団体は、自主的なジオパーク活動を行いましょう。 

○地域や団体は、文化財への理解を深め、有形文化財の保

存・活用に協力しましょう。 

〇伝統芸能の伝承・保存団体は、活動体制を充実させ、活発

な活動を行いましょう。 

○郷土史の調査・研究活動等を行う団体は、活動体制を充実

させ、活発な活動を行いましょう。 

○地域や団体は、郷土館や開拓記念館を利用し、郷土の歴史

に関する意識・知識を高めましょう。 
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第５章 発展を支える生活基盤が整った

まち 

５－１．土地利用 

目的と方針 

持続可能な住みよいまちを創造するため、土地利用関連法等に

基づき、適正な土地利用を促進するとともに、居住機能や医療・

福祉・商業、公共交通等の様々な機能を適正に誘導し、それぞれ

の機能のバランスがとれたまちづくりを進めます。 
 

現状と課題 

土地は、私たちの生活をはじめ経済活動などあらゆる活動の共

通の基盤であると同時に、限られた貴重な資源であり、地域の持

続的発展には、適切かつ有効に利用していくことが必要です。 

土地利用にあたっては、「国土利用計画法」をはじめ、「自然公

園法」や「森林法」、「農業振興地域の整備に関する法律」、「都市

計画法」などの土地利用関連法に基づいた自然環境や優良農地の

保全、市街地の秩序ある整備、未利用地の利活用を進め、開発、

整備、保全の均衡を保ちつつ、合理的で計画的なまちづくりが求

められています。 

このような中、北海道では、人口減少・少子高齢化の進行や経

済・雇用の低迷をはじめとする厳しい社会情勢を踏まえ、持続可

能な地域づくりに向け、平成 31～32 年に都市計画区域マスター

プラン第 2 回定時見直しを予定しています。 

本町では、「上富良野町都市計画マスタープラン『どうしよう

もなく上富が好き』」を平成 11 年度に策定してから約 20 年が経

過し、見直しの時期を迎えています。 

国では、都市計画と公共交通を連携した「コンパクトシティ・

プラス・ネットワーク」のまちづくりを重点施策としており、ま

た、「都市再生特別措置法」の改正により国による都市再生整備
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計画への支援は、立地適正化計画※32の策定が前提とされています。 

今後は、このような状況を踏まえ、本町の将来を見据えた新た

な都市計画マスタープランと立地適正化計画を策定し、持続可能

な住みよいまちをつくっていく必要があります。 

 

施策の体系 

 

 

■適正な土地利用の促進 

■土地利用・市街地整備に関する指

針の策定 

 

 

主要施策 

5-1-1．適正な土地利用の促進 

土地利用関連法や関連計画等についての周知に努めるとともに、

これらに基づく適正な規制・誘導を行い、無秩序な開発の未然防

止や土地利用区分に応じた土地利用への誘導を図ります。 

5-1-2．土地利用・市街地整備に関する指針の策定 

国の重点施策「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」の

まちづくり、北海道の都市計画区域マスタープランを踏まえ、地

域や関係団体、事業者の参画・協働のもと、平成 35 年度を目途

に「上富良野町立地適正化計画」と「第２次上富良野町都市計画

マスタープラン」を策定します。 

 

                         
※32 持続可能な都市構造への再構築を目指し、人口減少・少子高齢化に対応したコンパ

クトなまちづくりを進めるためのマスタープラン。 

土地利用 
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町民に期待される主な役割 

町 民 

○土地利用関連法や関連計画等に関する知識を高め、適正な

土地利用や市街地整備に協力しましょう。 

○土地利用・市街地整備に関する新たな指針の策定に参画・

協働しましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体、事業者は、土地利用関連法や関連計画等に関

する知識を高め、適正な土地利用や市街地整備に協力しま

しょう。 

○地域や団体、事業者は、土地利用・市街地整備に関する新

たな指針の策定に参画・協働しましょう。 
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５－２．道路・公共交通 

目的と方針 

町民の利便性・安全性の向上と観光・交流の振興に向け、国道・

道道の整備促進、町道・橋梁の整備を進めるとともに、公共交通

の維持・充実を図ります。 

 

現状と課題 

道路や公共交通は、便利で快適・安全な住民生活や活力ある産

業活動、地域間の連携・交流を支えるとともに、災害時には避難

や物資輸送等により人々の命を守る重要な社会基盤です。 

本町の道路網は、町を縦断する国道 237 号、道道９路線、町

道 432 路線によって構成されています。 

国道・道道については、町民生活に欠かせない主要な幹線道路

であるとともに、観光スポットにつながる重要な道路であり、安

全性・利便性はもとより、景観など地域性に配慮した計画的な整

備が望まれます。 

また、地域高規格道路として、旭川市を起点に富良野市を経由

して占冠村に至る旭川十勝道路が整備・計画中であり、その一部

である富良野道路が平成 30 年度に開通しましたが、早期の全線

開通が望まれます。 

町道については、国道・道道を補完し、町内地域間の移動が安

全・安心・円滑に行えるよう、必要性や優先順位、交通事情等を

考慮した計画的な整備が求められるとともに、快適な道路環境を

維持するため適正な管理が必要です。 

また、本町には、数多くの橋梁がありますが、それらの多くは

老朽化が進んでおり、今後、順次修繕等を行い、長寿命化を図っ

ていくことが必要です。 

一方、公共交通機関である旭川市・富良野市間を結ぶＪＲ富良

野線については、平成 28 年度にＪＲ北海道より、乗客の減少か

ら、「単独では維持することが困難な線区」とされ、鉄道を持続
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的に維持する仕組みづくり等についての協議を求められています。 

同区間は、乗客の大半が通勤や通学で利用するなど、地域住民

にとって必要不可欠な「生活の足」であるほか、観光目的での利

用も多く、近年増加している外国人観光客の受け入れにおいても、

大量輸送が可能な鉄道の存続は欠かせないものであることから、

その維持・存続に向けた取り組みを進めていく必要があります。 

また、町営バスについては、路線は十勝岳線のみで、平成 29

年度の利用者数は 8,433 人、1 便あたりの利用者数は 2.9 人と

なっています。 

十勝岳線は、町の主要観光地である十勝岳温泉への公共交通機

関であることから、町民のほか、ＪＲなど他の公共交通機関を利

用した観光客も利用する路線です。 

このため、運営の改善や利便性の確保はもとより、路線の維持

について、十勝岳温泉への誘導策として観光行政と一体となった

取り組みが必要です。 

 

施策の体系 

 

 

■国道・道道の整備促進 

■町道の整備と適正管理 

■橋梁の長寿命化 

■冬道の安全確保に向けた取り組み  

■ＪＲ富良野線の維持・存続に向け

た取り組み 

■町営バス十勝岳線の維持・充実 

 

 

道路・公共交通
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主要施策 

5-2-1．国道・道道の整備促進 

① 国道 237 号及び道道について、安全性・利便性をはじめ、景

観など地域特性に配慮した整備を関係機関に要請していきます。 

② 地域高規格道路である旭川十勝道路について、沿線市町村等と

連携し、早期の全線開通を関係機関に要請していきます。 

5-2-2．町道の整備と適正管理 

① 長期的展望のもと、「上富良野町道路等整備計画」の更新を行い

ながら、町道の整備を計画的・効率的に進めるとともに、地域や

関係団体と協働しながら、定期的なパトロールや適正な維持管理

を行い、長寿命化に努めます。 

② 町民の利用が多い施設周辺の道路や通学路について、歩行者が

安心して通行できるよう、歩道の新設や拡幅などを進めます。 

5-2-3．橋梁の長寿命化 

「上富良野町の橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、橋梁の修繕

や架替え等を実施し、長寿命化を図ります。 

5-2-4．冬道の安全確保に向けた取り組み 

積雪状況に応じた効率的かつ安全な除排雪や、冬期における交

差点や歩道等の滑り止め対策など、冬道の安全確保に向けた取り

組みを行います。 

5-2-5．ＪＲ富良野線の維持・存続に向けた取り組み 

ＪＲ富良野線（旭川市・富良野市間）について、関係機関と連

携しながら、沿線５市町村で組織する「ＪＲ富良野線連絡会議」

を通じて、路線の維持・存続に向けた取り組みを進めます。 

5-2-6．町営バス十勝岳線の維持・充実 

町営バス十勝岳線について、十勝岳温泉への観光客の増加を見据

え、観光行政と一体となった利便性の確保、路線の維持に努めます。 
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成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

町道舗装率 ％ 52.4 52.8

町道における歩道設置延長 ｍ 29,482 29,732

町営バス十勝岳線利用者数 人 8,433 10,000

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○道路の破損状況等について行政に情報を提供しましょう。

○地域や団体で行う道路の除草や清掃等の維持管理活動に

参画しましょう。 

○公共交通の維持に関する意識を高め、利用頻度を高めまし

ょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体、事業者は、道路の破損状況等について行政に

情報を提供しましょう。 

○地域や団体は、道路の除草や清掃等の維持管理活動を行い

ましょう。 

○地域や団体、事業者が一体となって、公共交通の維持に関

する意識を高め、利用頻度を高めましょう。 
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５－３．情報化 

目的と方針 

町民サービスの向上と自治体運営の効率化、町全体の活性化に

向け、さらにる情報化を進めていくとともに、情報セキュリティ

対策の強化や情報化を支える人材の育成を図ります。 

 

現状と課題 

様々な情報通信機器・サービスの普及により、情報通信環境は

さらに向上を続けており、今やＩＣＴの利活用は生活になくては

ならないものとなっています。 

本町ではこれまで、電子自治体の構築に向けた各種システムの

整備や更新など、行政内部の情報化を積極的に進めてきました。 

また、地域の情報通信基盤として、光ファイバ及びＦＷＡ※33方

式により、町全域で高速・大容量のインターネットを利用できる

環境を整備したほか、主要な公共施設をはじめ防災・観光拠点に

おいて、公衆無線ＬＡＮ※34環境を整備しています。 

また、近年では、社会保障・税番号制度※35の導入に伴い、個人

情報・行政情報の適正な管理や行政事務の効率化、各種システム

の安定稼働と情報セキュリティ対策の強化などに取り組んでき

たほか、電子申請システムの本格稼働を行いました。 

しかし、今後、情報サービスのさらなる利用増が見込まれるこ

とから、現状の情報通信環境の改善・高速化の検討、電子申請が

可能な手続きの拡大、公衆無線ＬＡＮ環境の充実をはじめ、町全

体のさらなる情報化を進めるとともに、これらの情報環境を安

全・円滑に利活用できるよう、情報セキュリティ対策の一層の強

化や情報化を支える人材の育成を進めていく必要があります。 

                         
※33 Fixed Wireless Access の略。「固定無線アクセス」といわれ、有線ではなく、各家庭か

ら無線で基地局にアクセスしてインターネットを利用すること。 
※34 無線通信システムを利用してインターネットへの接続を提供するサービス。 
※35 利便性の高い公平・公正な社会の実現に向け、国民一人ひとりに 12 桁のマイナンバー（個

人番号）を付番・通知し、各種の行政手続きに利用する制度。 
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施策の体系 

 

 

■さらなる情報化の推進 

■情報セキュリティ対策の強化 

■情報化を支える人材の育成 

 

 

主要施策 

5-3-1．さらなる情報化の推進 

① 光ファイバ及びＦＷＡ方式により町全域に整備した情報通信基

盤について、町民サービスの向上に向け、さらなる環境改善・高

速化等を検討していきます。 

② 防災分野や保健・医療・福祉分野など、町民生活に役立つ新た

な情報サービスの提供について研究し、その実現化に努めます。 

③ 町民の利便性の向上に向け、電子申請が可能な手続きの拡大を

図るとともに、町民の利用を促進します。 

④ 観光客の利便性の向上や災害時の通信手段の確保、町の情報発

信力の強化に向け、公衆無線ＬＡＮアクセスポイントの増設を図

ります。 

⑤ ホームページについて、様々な分野で町民生活に役立てること

ができるよう、内容充実及び有効活用を図ります。特に、双方向

で情報のやりとりができる機能の強化を進めます。 

5-3-2．情報セキュリティ対策の強化 

情報システムを取り巻く様々な脅威に迅速かつ的確に対応する

ため、情報セキュリティ対策のさらなる強化に努めます。 

5-3-3．情報化を支える人材の育成 

情報化を支える人材の育成を図るため、町民及び町職員に対し、

ＩＣＴに関する教育・研修を行います。 

情報化 
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成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

電子申請可能手続き数 件 3 20

公衆無線ＬＡＮアクセスポイント 箇所 20 25

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○電子申請や公衆無線ＬＡＮ、ホームページなどの各種情報

サービスを効果的に利用し、日常生活等に役立てましょ

う。 

○ＩＣＴに関する意識・知識を高め、情報環境を有効に活用

しましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体、事業者は、電子申請や公衆無線ＬＡＮ、ホー

ムページなどの各種情報サービスを効果的に利用し、地域

活動や団体活動、事業活動等に役立てましょう。 
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５－４．住環境整備 

目的と方針 

町民の定住を促す快適・安全・安心な住宅・住環境の確保に向

け、空き家・空き地の有効活用や町営住宅の適正管理・整備を進

めるとともに、移住の促進に向けた取り組みを推進します。 

 

現状と課題 

少子化社会の到来により、死亡数が出生数を上回る人口の自然

減少が避けられない状況の中、転出者が転入者を上回る社会減少

をいかに食い止めるかは人口減少抑制にとっての最重要課題で

あり、住民の定住を促し、地域の発展を支えていくうえで、快適

で安全・安心な住宅・住環境の確保は大きな要素といえます。 

少子高齢化に起因する空き家の発生は全国で 800 万戸を超え

ており、管理不全による防災・防犯、衛生、景観などへの影響が

問題化しています。 

平成 27 年度に町が実施した実態調査でも全国と同様の傾向が

みられ、空き家の増加による周辺環境への影響が懸念されていま

す。空き家・空き地についての情報収集に努めるとともに、所有

者等への指導や情報提供、助成制度の利用促進により空き家の管

理不全を防ぎ、その有効活用を図っていくことが住環境の健全化

につながります。 

中でも、民間賃貸住宅においては相当数の空き物件が存在して

いる実態から、その利活用策として、物件所有者など民間事業者

との連携による移住促進は有効な手段といえます。 

町営住宅については、一定の戸数を確保しつつ、適正な維持管

理に努めるとともに、計画的な建て替え整備を実施してきました

が、今後は適正な整備・管理戸数の設定のほか、民間賃貸住宅と

の共存など、総合的な住宅施策の展開について検討・推進してい

く必要があります。 

平成 23 年度に策定した「上富良野町住生活基本計画（平成 24

～33 年度）」を踏まえ、時代の変化に伴う町民ニーズの多様化、

本町を取り巻く状況に対応しつつ、住生活の維持・向上に向けた
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取り組みが求められています。 

また、移住促進に向けた直接的な取り組みとして、平成 30 年

度に策定した「上富良野町定住移住促進計画」等に基づき、情報

発信や相談等に努める必要があります。 

 

施策の体系 

 

 

■住宅施策に関する指針の見直し 

■空き家・空き地の実態把握 

■空き家・空き地の有効活用と発生

抑制 

■町営住宅の適正管理 

■町営住宅の整備 

■移住の促進に向けた取り組み 

 

 

主要施策 

5-4-1．住宅施策に関する指針の見直し 

本町の住宅環境をめぐる情勢や多様化するニーズに対応した

住宅施策を総合的・計画的に進めるため、「上富良野町住生活基

本計画」・「上富良野町公営住宅等長寿命化計画」の見直しを行い

ます。 

5-4-2．空き家・空き地の実態把握 

適切な対応を図るため、空き家・空き地に関する実態調査を計

画的に実施し、最新の情報を提供できるよう努めるとともに、所

有者等への指導や助言を通じて適正な管理を促します。 

住環境整備 
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5-4-3．空き家・空き地の有効活用と発生抑制 

住宅を長く使い続けてもらうほか、賃貸や転売による利活用に

つながるよう、リフォーム費用助成制度、耐震改修費助成制度を

継続するとともに、地域住民の生活環境に大きな影響を及ぼす空

き家の増加が抑制されるよう、総合的・計画的な対策を講じます。 

5-4-4．町営住宅の適正管理 

「上富良野町住生活基本計画」・「上富良野町公営住宅等長寿命

化計画」に基づき、公営住宅の改築・改善・改修を計画的に行い、

居住水準の向上に努めます。 

5-4-5．町営住宅の整備 

町内における住宅に対するニーズの多様化から、町営住宅に対

する需要も変化していることから、平成 23 年度に策定した「泉

町南団地建替事業計画」の見直しを行い、人口、入居需要に見合

った整備・管理戸数を定めるとともに、高齢者や障がいのある人

に配慮した整備を推進します。 

5-4-6．移住の促進に向けた取り組み 

① 「職」（仕事）と「住」（住宅）は移住を促す大きな要素である

ことから、求人情報、住宅情報について随時収集に努めるととも

に、本町の優れた自然環境・景観や農産物などの「食」を含めた

良好な居住環境も合わせ、移住フェアなどのイベントやホームペ

ージなどを通じて積極的な情報発信を行い、効果的なマッチング

につなげます。 

② 移住に関するワンストップ窓口を継続し適切な情報提供を行う

とともに、観光施策と連動した交流人口の拡大策、移住体験・準

備施設としての空き家等の利活用を検討し、人口減少の抑制と地

域の活性化を図ります。 
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成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

公営住宅水洗化率 ％ 82.0 85.0

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

〇空き家所有者は、行政への情報提供や適正管理を行いまし

ょう。 

○行政による助成制度を効果的に利用し、住宅のリフォーム

や耐震改修を行いましょう。 

○町の情報発信や移住者の受け入れに協力しましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体、事業者は、町の情報発信や移住者の受け入れ

に協力しましょう。 
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第６章 ともに生き、ともにつくるまち 

６－１．人権尊重・男女共同参画 

目的と方針 

一人ひとりの人権が尊重され、大切にされる社会の実現に向け、

様々な場を通じて人権教育・啓発を推進するとともに、男女共同

参画社会の形成に向け、性別に関係なく、だれもが幅広い分野に

おいて活躍できる環境整備を進めます。 

 

現状と課題 

近年、保護者からの虐待によって子どもの命が奪われたり、パ

ートナーの暴力により心や体に深い傷を受ける事件が数多く発

生しています。また、年齢や性別、障がいの有無などによる差別・

偏見がいまだに存在しているのが現状です。 

本町では、このような人権問題を解決するため、認定こども園

や保育所、小・中学校、高齢者施設、地域などにおいて、人権教

育・啓発を積極的に進めてきました。 

今後も、一人ひとりの人権が尊重され、大切にされる社会の実

現に向け、こうした人権教育・啓発を効果的かつ継続的に推進し

ていく必要があります。特に、子どもの人権問題は、被害をだれ

に相談してよいかわからない場合が多く、発見が遅れることがあ

ることから、相談につながる教育・啓発を行うことが重要です。 

一方、だれもが、性別にかかわりなく、対等な立場で、社会の

あらゆる分野における活動に参画することができる男女共同参

画社会の形成が求められています。 

国では、平成 27 年度に、「第４次男女共同参画基本計画」を

策定し、男女共同参画社会の形成に向けた取り組みを一層強化し

ているほか、「女性活躍推進法」を制定し、女性の職業生活にお

ける活躍を促進する環境整備を進めています。 

本町では、子育て世代への講演会や女性学級の開催等を通じ、

男女共同参画に関する啓発や学習の場の提供を行っています。今

後、少子高齢化が進行していく中で、様々な町民ニーズに柔軟に
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対応し、町の活力を維持していくためには、女性のさらなる活躍

が不可欠です。 

今後は、こうした社会環境の変化や町の課題を踏まえ、男女共

同参画意識の啓発をはじめ、幅広い分野への男女の参画や女性の

活躍を促す具体的な取り組みを進めていく必要があります。 

 

施策の体系 

 

 

■人権教育・啓発の推進 

■人権相談の充実 

■男女共同参画意識の啓発 

■男女共同参画・女性活躍の社会環

境づくり 

 

 

主要施策 

6-1-1．人権教育・啓発の推進 

学校教育や社会教育、広報活動など様々な場や機会を通じ、差

別や偏見、いじめや暴力、虐待などを許さない人づくり・社会づ

くりに向けた人権教育・啓発を推進します。 

6-1-2．人権相談の充実 

① 町民からの相談に迅速・的確に対応できるよう、人権擁護委員

や関係機関と連携し、相談体制の充実に努めます。 

② 男女間の暴力を根絶するため、広報・啓発活動を推進するとと

もに、相談・支援体制の充実に努めます。 

6-1-3．男女共同参画意識の啓発 

  学校教育や社会教育、広報活動など様々な場や機会を通じ、性

別による固定的な役割分担意識の解消や男女平等意識の醸成に向

けた教育・啓発を推進します。 

人権尊重・ 

男女共同参画 
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6-1-4．男女共同参画・女性活躍の社会環境づくり 

① 政策や方針などを策定・決定する場への男女共同参画を促すた

め、町の各種審議会等への女性の積極的な登用、地域・団体役員

への女性の登用の働きかけを行います。 

② ワーク・ライフ・バランス※36の実現に向け、安心して出産・育

児等ができる職場環境づくりに向けた事業所への働きかけ、育児

休業制度・介護休業制度の普及等に努めます。 

③ 女性の継続した就業を支援するため、再就職や起業に関する国

等の支援施策の情報提供を行います。 

④ 共同参画への意識の醸成及び女性リーダーの育成を支援するた

め、学習機会の提供や女性団体の活動支援を行います。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

各種審議会委員の女性の登用率 ％ 18.8 22.0

 

                         
※36 仕事と生活の調和。 
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町民に期待される主な役割 

町 民 

○人権教育や啓発事業に参加し、人権意識を高め、日常生活
に生かしましょう。 

○人権問題に関する悩みごとがあれば、相談窓口で相談しま

しょう。 

○男女共同参画意識を高め、家庭における男女の役割等を見

直しましょう。 

○男女間の暴力に関する悩みがあるときには、相談・支援を

受け、早期解決に努めましょう。 

○町の審議会委員、地域や団体の役員として、まちづくりに

参画しましょう。 

○育児休業制度・介護休業制度の活用等を通じ、ワーク・ラ

イフ・バランスの実現に努めましょう。 

○国等の支援施策の活用等を通じ、再就職や起業等で活躍し

ましょう。 

○学習活動や女性団体の活動に参加しましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体、事業者は、行政と連携し、人権教育や啓発事
業を行いましょう。 

○地域や団体、事業者は、男女共同参画意識を高め、地域や

団体、事業所における男女の役割等を見直しましょう。 

○地域や団体は、女性の登用の拡大に努めましょう。 

○事業者は、安心して出産・育児等ができる職場環境づくり

に努めましょう。 
○女性団体は、活動体制の充実に努め、活発な活動を行いま

しょう。 
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６－２．コミュニティ 

目的と方針 

支え合うコミュニティの維持・再生・創造に向け、コミュニテ

ィ活動の活性化のための支援や人材の育成・確保を図ります。 

 

現状と課題 

核家族化や共働き世帯の増加、価値観の多様化などにより、コ

ミュニティから距離を置く人が増加するなど、地域のつながりが

希薄化してきています。 

一方、東日本大震災を契機に、地域の絆や共助の精神の大切さ

が再認識され、コミュニティの存在意義が見直されてきています。 

本町には、25 の住民会と 129 の町内会等が組織されており、

それぞれにおいて様々な活動が行われています。 

しかし、本町においても、町内会の加入率は減少傾向にあるほ

か、若い世代の地域活動への参加が少なくなっていることに加え、

少子高齢化の影響もあり、これまでコミュニティで行われていた

活動ができない、活動が停滞するなどの影響が出てきています。 

地域は、人々にとって家庭とともに最も身近な暮らしの場であ

ることから、すべての町民が地域で支え合い、助け合うことが大

切です。若い世代の活動への参加は重要ですが、歴史や文化の伝

承、防災・防犯問題の解決などには、性別や年齢等にかかわりな

く幅広い層の参加が求められています。 

また、多様化する地域課題に対応していくためには、町民・地

域・行政等がそれぞれの特性を生かしながら、協働で取り組むこ

とが重要であるとともに、自主的な活動を活発化させていくため

には、活動の場や交流の場となる活動拠点の充実も必要です。 

自主的に参画する意識の醸成や主体的な活動を支援すること

は、コミュニティの活性化だけでなく、町に誇りや愛着を感じる

町民の増加、さらには町のにぎわいの創出にもつながることから、

支援体制の充実や地域を担う人材の育成・確保が求められます。 
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施策の体系 

 

 

■コミュニティ意識の啓発 

■コミュニティ活動の活性化支援 

■リーダーの育成・確保 

■コミュニティ活動拠点の充実支援 

 

 

主要施策 

6-2-1．コミュニティ意識の啓発 

町民のコミュニティ意識の高揚と活動への参画促進、町内会へ

の加入促進に向け、地域における支え合いの重要性や実際のコミ

ュニティ活動の状況等に関する広報・啓発活動や情報提供を行い

ます。 

6-2-2．コミュニティ活動の活性化支援 

① 「住民自治活動推進交付金」の交付を行い、住民会の組織運営

や自主的な自治活動の一層の活発化を促進します。 

② 「上富良野町協働のまちづくり推進補助制度」を有効に活用し、

住民会や町内会等が自ら企画・実施するまちづくり活動を支援し

ます。 

6-2-3．リーダーの育成・確保 

研修機会の提供等により、地域課題の解決や特色ある地域づく

りを目指して積極的に活動できるリーダーの育成・確保を図りま

す。 

6-2-4．コミュニティ活動拠点の充実支援 

地域住民が活動しやすい環境づくりに向け、活動や交流の拠点

となる地域集会施設等の充実を支援します。 

 

コミュニティ 
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成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

町内会加入世帯率 ％ 83.2 90.0

 

町民に期待される主な役割 

町 民 
○コミュニティ意識を高め、活動に参画するとともに、町内

会に加入しましょう。 

○地域のリーダーとして継続的に活動しましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域において、町民の町内会への加入を促しましょう。 

○地域において、行政による支援施策を効果的に活用し、自

治活動の活発化やまちづくり活動の企画・実施、地域集会

施設等の充実に努めましょう。 

○地域において、行政と協力してリーダーの育成・確保に努

めましょう。 
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６－３．地域間交流 

目的と方針 

異なる地域との交流による地域活性化、人材育成等を進めるた

め、国内外の友好都市や本町出身者との交流の充実に努めます。 

 

現状と課題 

異なる地域との交流は、自らの地域の魅力の再発見・再認識や

郷土愛の醸成はもとより、地域活性化や人材育成の大きな契機と

なるものであり、まちづくりにとって重要な意味を持ちます。 

本町における国内の地域との交流は、本町の開拓の歴史を縁に

平成９年度に友好都市提携を結んだ三重県津市との間で行って

います。 

現在、行政・産業・青少年など様々な分野において交流が進め

られており、民間事業者間での経済交流協定も結ばれるなど、交

流の機運も高まってきています。 

また、上富良野西小学校では、津市の安東小学校と姉妹校提携

を結び、ふるさと教育の一環として、３年ごとのローテーション

で、上富良野西小学校から津市への訪問、安東小学校からの訪問

受け入れ、特産物等の交換などの交流を続けています。 

今後は、双方の経済的な発展につながるような民間事業者間の

交流をさらに進めるとともに、町民が歴史的なつながりを認識し、

様々な分野での持続的な交流活動を行っていく必要があります。 

国外の地域との交流については、昭和 60 年に友好都市提携を

結んだカナダのカムローズ市との間で行っています。 

これまで、ＡＬＴの招へいや青少年の友好訪問派遣等により、

国際的な視野を育み、国際性豊かな人材の育成を進めてきました。 

しかし、双方を取り巻く社会情勢や環境が変化していることか

ら、安定した持続可能な交流となるよう、今後の交流のあり方を

検討していく必要があります。 

また、都市部などに住む本町出身者との交流については、札幌

上富良野会や東京かみふらの会との間で行われていますが、最も

身近な町の応援団として、交流を継続していく必要があります。 
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施策の体系 

 

 

■三重県津市との交流の推進 

■国際交流の検討・推進 

■町出身者との交流の推進 

 

 

主要施策 

6-3-1．三重県津市との交流の推進 

三重県津市との交流について、多様な分野での交流の継続・充

実に努めます。特に、小学校間の交流や民間事業者間の経済交流

の充実、町民主導の文化交流の展開を促していきます。 

6-3-2．国際交流の検討・推進 

① カナダカムローズ市との交流について、交流内容・方法等を検

討しながら、交流の継続に努めます。 

② 身近な国際交流事業として、町民とＡＬＴなど町内に住む外国

人との交流機会の提供を図ります。 

6-3-3．町出身者との交流の推進 

本町出身者が故郷を想い、郷土愛を再認識できるような交流会

の開催支援と情報発信を行います。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

ＡＬＴ等との国際交流事業参加者数 人 91 100

 

地域間交流 
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町民に期待される主な役割 

町 民 
○三重県津市との交流や国際交流への理解と関心を高め、交

流事業に参画しましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体、事業者は、三重県津市との交流や国際交流へ

の理解と関心を高め、それぞれの立場で、交流事業を行い

ましょう。 
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６－４．協働、自衛隊との共生 

目的と方針 

新たな時代の協働のまちづくり、多様な主体がともに公共を担う

まちづくりに向け、町民と行政との情報共有を図りながら、多様な

分野における連携・協力体制の構築を進めるとともに、「自衛隊と

共生するまち」として、自衛隊との共存・共栄の進展に努めます。 

 

現状と課題 

時代の変化に伴いますます多様化する行政課題にきめ細やかに

対応しつつ、魅力的で自立した地方自治体をつくりあげていくため

には、住民と住民、住民と行政とが、情報を共有しながら、知恵と

力を合わせ、協働してまちづくりを進めていくことが重要です。 

本町では、平成 20 年度に町の最高規範として、まちづくりを

進めるうえでの基本的な考え方、町民・議会・町の役割や責務な

どを定めた「上富良野町自治基本条例」を制定するとともに、平

成 22 年度にはこれに基づく「協働のまちづくり基本指針」を策

定し、協働のまちづくりを推進しています。 

また、これらに基づき、町民と行政とが情報を共有できるよう、

広報かみふらのやホームページ、ＳＮＳ※37等による広報活動を行

うとともに、住民会長との町政懇談会や「町長と語ろう」、「まち

づくりトーク」、「町民ポスト」等による広聴活動を行っています。 

さらに、出前講座を開催し、町民に対してまちづくりの様々な

分野に関する学習機会の提供に努めているほか、審議会の開催や

委員の一般公募、パブリック・コメント※38等を通じ、町の計画づ

くりへの町民参画に努めています。 

今後は、これらの取り組みをさらに充実・発展させ、町民と行政

との情報共有や多様な分野における連携・協力体制の構築を一層進

め、新たな時代の協働のまちづくり、多様な主体がともに公共を担

うまちづくりを積極的に進めていく必要があります。 

                         
※37 ソーシャルネットワーキングサービス。共通の趣味を持つ人たちとの交流を目的とし

たサービスの総称。 
※38 ホームページ等を活用した住民意見の募集とその対応結果の公表。 



 

 
前期基本計画 

108 

また、本町は、昭和 30 年に陸上自衛隊が駐屯して以来、自衛

隊との共存・共栄を基本にまちづくりを進めてきました。 

自衛隊員とその家族等は町の人口のおよそ３割を占め、まちづ

くりにとって大きなウエイトを占める中、様々な分野で交流・連

携・協力等が進められています。 

今後は、自衛隊の豊富な人材や多様な機能を、まちづくりや暮

らしの安定につなげられるよう、自衛隊と共存・共栄するまちづ

くりを一層深めていくことが必要です。 

 

施策の体系 

 

 

■まちづくり意識の啓発 

■情報共有の推進 

■まちづくりに関する学習機会の提供 

■多様な分野における参画・協働の

促進 

■ＮＰＯとの連携強化 

■自衛隊との共存・共栄 

 

 

主要施策 

6-4-1．まちづくり意識の啓発 

町民のまちづくり意識の高揚と多様な分野への自主的・主体的

な参画・協働の促進に向け、「上富良野町自治基本条例」や協働の

まちづくりの重要性、実際の協働活動の状況等に関する広報・啓

発活動や情報提供を行います。 

6-4-2．情報共有の推進 

① 町の様々な情報を迅速・的確に提供するため、広報誌やホーム

ページ、ＳＮＳなどによる広報活動の一層の充実に努めます。 

② 町民の意見をまちづくりに反映させるため、住民会長との町政

懇談会や「町長と語ろう」、「まちづくりトーク」、「町民ポスト」

などによる広聴活動の一層の充実に努めます。 

協働、自衛隊 

との共生 
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③ 開かれた町政を進めるため、個人情報の保護に十分留意しなが

ら、必要な情報の公開を行います。 

6-4-3．まちづくりに関する学習機会の提供 

町民のまちづくりに関する知識の向上を図るため、出前講座の

メニュー・内容の充実及び活用促進に努めます。 

6-4-4．多様な分野における参画・協働の促進 

① 町の各種計画づくりやその評価・見直しにあたって、審議会委

員の一般公募やアンケート調査、パブリック・コメント等を実施

し、町の政策形成への町民の参画・協働を促進します。 

② 民間委託の推進等により、公共施設の管理や公共サービスの提

供への関係団体や事業者等の参画・協働を促進します。 

③ 「上富良野町協働のまちづくり推進補助制度」を有効に活用し、

ＮＰＯや関係団体等が自ら企画・実施するまちづくり活動を支援し

ます。 

④ 十勝岳ジオパーク構想に関する活動について、町民や関係団体

の参画・協働による自発的な活動が行われるよう、養成講座等を

実施し、ジオパークサポーターの育成に努めます。 

6-4-5．ＮＰＯとの連携強化 

ＮＰＯの専門性をまちづくりに生かすため、ＮＰＯとの連携強

化及び育成に努めます。 

6-4-6．自衛隊と共存・共栄 

① 自衛隊が有する豊富な人材や多様な機能をまちづくりに生かす

ことができるよう、関係団体と協力しながら駐屯地との交流・連

携を図ります。 

② 防衛施設周辺環境整備事業等を活用し、町民生活の安定につなげ

ます。 

③ 駐屯地及び演習場の現状規模の堅持・拡充に向けた取り組みを

関係団体と連携して推進します。 
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成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

出前講座メニュー数 講座 32 35

町内ＮＰＯ法人数 法人 3 4

ジオパークサポーター数 人 5 30

 

町民に期待される主な役割 

町 民 

○まちづくり意識を高め、まちづくりに参画・協働しましょう。

○町の広報媒体を活用し、町の情報を積極的に入手し、町政

への理解と関心を高めましょう。 

○町の広聴活動の場や機会を活用し、意見・提言を行いましょう。

○地域や団体で依頼する出前講座に参加し、まちづくりに関

する知識を高めましょう。 

○審議会委員への応募やパブリック・コメント等を活用し、

町の各種計画づくりや評価・見直しに参画・協働しましょ

う。 

○ジオパークに関する活動を自発的に行うとともに、サポー

ターとして活動しましょう。 

○駐屯地との交流・連携に関する活動に参画しましょう。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体、事業者は、まちづくり意識を高め、まちづく

りに参画・協働しましょう。 

○地域や団体、事業者は、町の広報媒体を活用し、町の情報を

積極的に入手し、町政への理解と関心を高めましょう。 

○地域や団体、事業者は、町の広聴活動の場や機会を活用し、

意見・提言を行いましょう。 

○地域や団体は、出前講座を依頼し、まちづくりに関する知

識を高めましょう。 

○団体や事業者は、公共施設の管理や公共サービスの提供に

参画・協働しましょう。 

○ジオパーク関係団体は、ジオパークに関する活動を自発的

に行いましょう。 

○ＮＰＯは、行政との連携強化及び組織体制の強化に努めま

しょう。 

○自衛隊関係団体は、町と駐屯地との交流・連携に協力する

とともに、駐屯地及び演習場の現状規模の堅持・拡充に向

けた取り組みを行政と連携して行いましょう。 
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６－５．行財政運営 

目的と方針 

将来にわたって持続できる自主自律のまちづくりを進めるた

め、行財政改革を継続して推進するとともに、富良野圏域全体の

活性化や町民サービスの向上に向け、広域行政を推進します。 

 

現状と課題 

「地方分権」がさらに進展するとともに、「地方創生」の時代を

迎え、これからの地方自治体には特性・個性を生かした、生き残

るための取り組みを自ら考え、自ら実行していくことができる行

財政力が一層強く求められます。 

本町では、平成 20 年度に「上富良野町自治基本条例」を制定

し、協働のまちづくりを積極的に進めてきたほか、最小限の資力

（人員・財源）により将来にわたって持続できる自主自律のまち

づくりを進めるため、平成 22 年度から「上富良野町町政運営改

善プラン」、平成 27 年度から「上富良野町町政運営実践プラン」

を策定し、町政運営の効率化を図ってきました。 

しかし、今後、少子高齢化・人口減少の一層の進行や安全・安

心への意識の高まりをはじめとする社会・経済情勢の変化に伴い、

行政ニーズは増大・多様化していくことが見込まれ、さらに厳し

い行財政運営を迫られることが予想されます。 

このため、社会・経済情勢の変化に左右されない安定的かつ長

期的な財政基盤を堅持するとともに、より効果的で効率的な行政

を執行していくには、行財政運営全般について常に点検・評価し、

行財政改革を継続して進めていく必要があります。 

広域行政については、これまで富良野圏域５市町村において

様々な連携が図られてきたほか、平成 20 年度に消防や学校給食、

環境衛生、公共牧場の分野で共同事業を行う「富良野広域連合」

が発足し、平成 25 年度には「富良野地区定住自立圏※39」が形成

                         
※39 定住自立圏とは、圏域の中心市と近隣の市町村が協定を結び、お互いに役割分担し

て連携・協力する取り組みであり、「富良野地区定住自立圏」では、平成 25 年度に、

中心市である富良野市と４町村が協定を結び、各種連携事業を行っている。 
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されていますが、今後とも、5 市町村の連携のもと、圏域全体の

活性化や町民サービスの向上に向けた共同の取り組みを効果的に

進めていく必要があります。 

 

施策の体系 

 

 

■行財政改革の推進 

■財源の確保 

■効果的・効率的な財政運営の推進 

■公共施設の計画的な管理 

■広域行政の推進 

■十勝岳ジオパーク推進協議会事務

局体制の充実 

 

 

主要施策 

6-5-1．行財政改革の推進 

より効果的な町政運営の手法を常に追求しながら、職員研修の

充実や人事評価制度の活用による人材の育成、行政組織・機構の

再編、事務事業の見直し、職員数の適正化など、行財政改革を継

続して進めます。 

6-5-2．財源の確保 

① 限られた財源を有効に活用するため、行政経費全般について点

検・見直しを行い、節減・合理化を図ります。 

② 受益者負担の適正化の視点から、使用料・手数料等の点検・見

直しを行います。 

③ 課税対象の的確な把握や収納体制の維持・強化を図り、町税等

の収納率の向上に努めます。 

④ ふるさと応援寄附制度や地域再生計画に基づく企業版ふるさと

納税の効果的な推進を図り、新たな行財政運営手法を確立します。 

行財政運営 
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6-5-3．効果的・効率的な財政運営の推進 

財政状況の分析・公表を行いながら、費用対効果や優先度等を

総合的に判断して財源の適正配分を図り、効果的・効率的な財政

運営を推進します。 

6-5-4．公共施設の計画的な管理 

「上富良野町公共施設等総合管理計画」に基づき、集約化・長

寿命化を基本とした公共施設の計画的な管理を図ります。 

6-5-5．広域行政の推進 

① 富良野圏域５市町村による各分野における広域施策・事業を効

果的に推進します。 

② 富良野広域連合による消防や学校給食、環境衛生、公共牧場に

関する共同事業を効果的に推進します。 

③ 富良野市の都市機能等を有効に活用して本町及び圏域全体の活

性化を図るため、「定住自立圏の形成に関する協定書」等に基づく

各種連携事業を推進します。 

6-5-6．十勝岳ジオパーク推進協議会事務局体制の充実 

十勝岳ジオパーク推進協議会の事務局が本町と美瑛町に分か

れている現状を踏まえ、実効性を備えた一体感のある事務局体制

の構築を目指し、美瑛町及び関係団体と検討し充実を図ります。 

 

成果指標（ベンチマーク） 

指  標  名 単位 
平成 29 年度 
（実績値） 

平成 35 年度 
（目標値） 

職員研修実施回数 回 55 70
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町民に期待される主な役割 

町 民 

○町の行財政改革に対する関心を高め、評価を行う機会等を

活用し、意見・提言を行いましょう。 

○納税や受益者負担に関する意識を高め、税金や公共料金の

納付義務を果たしましょう。 

○公共施設の集約化等についての理解を深め、協力しましょ

う。 

地域・団体 

・事業者 

○地域や団体は、町の行財政改革に対する関心を高め、評価

を行う機会等を活用し、意見・提言を行いましょう。 

○地域や団体、事業者は、納税や受益者負担に関する意識を

高め、税金や公共料金の納付義務を果たしましょう。 

○地域や団体は、公共施設の集約化等についての関心を高

め、協力しましょう。 

○ジオパーク推進協議会構成団体は、行政とともに事務局体

制について検討しましょう。 
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第７章 前期５年間の重点プロジェクト 

将来像の実現のためには、これまでみてきた第１章～第６章ま

での 30 の施策項目ごとの取り組みを総合的に推進していくこと

が必要ですが、ここでは、選択と集中の視点に立ち、前期５年間

のまちづくりにおいて、分野横断的な対応等により特に重点的に

取り組む「重点プロジェクト」を定めます。 

これら「重点プロジェクト」を構成する施策については、次の

とおりであり、限られた財源の重点配分を図り、積極的に推進し

ていくこととします。 

 

重点プロジェクト 
 

 

 

 

 

 
 

健康・福祉のまちづくりプロジェクト 

重点プロジェクト１ 

かみふらの産業活性化プロジェクト 

重点プロジェクト２ 

未来を拓く人材育成プロジェクト 

重点プロジェクト３ 

地域防災力向上プロジェクト 

重点プロジェクト４ 
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すべての町民が健康で安心して暮らせるまち、子育てしやすいま

ちを目指し、保健・医療や子育て支援、高齢者支援、地域福祉の充

実をリードする施策を重点的に進めます。 

 

■2-1-1．生活習慣病予防の推進（Ｐ27） 
○ 受診しやすい健診体制の整備と効果的な受診勧奨 

○ 小児生活習慣病予防健診の実施体制整備などによる受診拡大 

○ 健診結果に基づく保健指導や相談内容等の充実 

■2-1-3．母子保健の充実（Ｐ28） 
○ 妊娠期からの健康相談や健康診査、健康学習等の充実、特別

な支援が必要な乳幼児への早期対応 

○ 関係機関と連携した食育の推進 

■2-1-7．町立病院の充実（Ｐ28） 
○ 施設・設備の適正な維持管理、改築等整備の実施 

■2-2-3．子育てと仕事の両立支援（Ｐ32） 
○ 保育の確保をはじめ、あらゆる家庭、あらゆる親の子育てを

サポートするための仕組みづくり 

■2-2-5．安心して子育てできる環境の整備（Ｐ33） 
○ 子ども・子育て包括センターや子どもセンターの機能充実に

よる情報提供・相談体制の整備 

■2-3-2．介護予防の充実（Ｐ36） 
○ 介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

○ 老人クラブの活動や高齢者事業団の運営に対する支援 

■2-3-3．地域支援体制の充実（Ｐ36） 
○ 地域包括支援センターの機能強化 

○ 生活支援体制整備の推進 

○ 認知症対策の推進 

○ 在宅医療・介護連携の推進 

■2-5-1．分野横断的に取り組む体制の整備（Ｐ44） 
○ 福祉に共通する課題、分野を越えた複合的な課題、制度の狭

間の問題に対する分野横断的に取り組む体制の整備 

■2-5-3．支え合う意識の醸成と人づくり（Ｐ44） 
○ 町民の支え合う意識の醸成、地域福祉活動への参画促進、福

祉ボランティアの育成・確保 

健康・福祉のまちづくりプロジェクト 

重点プロジェクト１ 
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町全体の活力の向上と雇用の場の確保、観光・交流から移住への

展開を目指し、まちづくりの中心を担う農業と観光・交流を柱に、

各産業の活性化をリードする施策を重点的に進めます。 

 

■3-1-3．農業生産の省力化・高品質化等の促進（Ｐ52） 

○ スマート農業など新技術導入の検証・事業展開 

○ 指定園芸作物や特産物の生産支援 

○ 国の米政策に対する安定生産、高品質化等の取り組み支援 

■3-1-6．農畜産物の消費の拡大（Ｐ53） 

○ 各種イベントや直売活動の活用、商業施設や観光施設との連

携等による地産地消の促進 

○ 農畜産物の戦略的なＰＲ活動の推進、都市部等への出展活動

やイベントへの参加の支援 

■3-2-3．新規開業・新事業展開の支援（Ｐ57） 

○ 新規開業や新たな事業展開への支援 

■3-2-6．地域ブランド開発への取り組み（Ｐ58） 

○ 推奨品認定制度の充実と活用促進、特産品開発・販売促進等

への支援 

○ 地域ブランド品の戦略的なＰＲ活動の推進、都市部等への出

展活動やイベントへの参加の支援 

■3-3-3．新たな魅力づくりへの取り組み（Ｐ61） 

○ 小説「泥流地帯」・「続泥流地帯」の映画化支援など既存資源

の視点を変えた活用や未利用資源の掘り起こし 

■3-3-5．タウンプロモーション活動の推進（Ｐ61） 

○ 効果的・戦略的なタウンプロモーション活動の推進 

■3-3-8．複合的な機能を備えた拠点の整備（Ｐ62） 

○ 観光・交流及び町全体の活性化に向けた複合的な機能を備え

た拠点施設の整備 

■3-3-9．十勝岳ジオパーク構想の推進（Ｐ62） 

○ ジオパーク推進協議会の体制強化の検討・推進 

○ ジオパークガイドの養成と質の高いジオツーリズム等の実践 

○ ジオパークに関する出前講座の充実やイベントの開催 

○ 多様な分野におけるジオパーク活動の推進 

かみふらの産業活性化プロジェクト 

重点プロジェクト２ 



 

 
前期基本計画 

118 

 

 

 

 

 
本町の未来を拓く人材の育成、この町で子どもに教育を受けさせ

たいと思えるまちを目指し、各産業の担い手の育成・確保、学校教
育の充実をリードする施策を重点的に進めます。 
 
■3-1-1．農業・農村を担う人材の育成（Ｐ52） 

○ 経営指導や経営安定への支援等による認定農業者の育成・確

保、農業経営の法人化の支援 

○ 研修の充実や支援事業の推進等による農業後継者・新規就農

者の育成・確保 

○ 女性や高齢者の経営参画や就農環境向上に向けた啓発 

■3-2-4．商工業を担う人材の育成（Ｐ57） 
○ 研修や産業連携の場の充実、奨励金の交付等による商工業の

担い手の育成 

■3-3-4．観光・交流を担う人材の育成（Ｐ61） 
○ ホスピタリティの向上や観光ガイドの育成に関する研修等の

実施による観光・交流の担い手の育成 

■4-1-1．活きて働く学力の育成（Ｐ69） 
○ 確かな学力の育成に向けたアクティブ・ラーニングの取り組み等 

○ 特別支援教育の充実に向けた一貫した支援の充実等 

○ 国際理解教育の充実に向けた外国語教育の充実 

○ 情報教育の充実に向けた情報活用能力の育成等 

○ キャリア教育の充実に向けた職業体験活動の推進等 

■4-1-2．豊かな心の育成（Ｐ69） 
○ 道徳教育の充実に向けた指導方法の工夫・改善等 

○ ふるさと教育の充実に向けたジオパーク学習や火山防災学習、

社会科副読本の活用等 

○ 読書活動を推進するための乳幼児期からの読書習慣の確立や

学校図書館の環境整備 

○ 体験活動を推進するためのコミュニティ・スクールとの連携等 

○ コミュニケーション能力を育成するための教育課程の工夫 

○ いじめ・不登校を解消するための早期発見と組織的な対応、

専門的な相談体制の整備等 

■4-1-3．健やかな体の育成（Ｐ70） 
○ 体育授業の改善や運動等への関心を高める取り組み 

○ 食育を推進するための地産地消の取り組みや学校給食提供体

制の整備等 

○ 健康教育の充実に向けた心身の健康を守るための学習や健診

との連携等 

■4-1-6．高等学校の存続に向けた取り組み（Ｐ71） 
○ 特色ある教育活動への支援 

○ 入学準備金や通学費、就学支援金の交付、学校のＰＲ等 

未来を拓く人材育成プロジェクト 

重点プロジェクト３ 
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火山災害や大地震をはじめとする大規模な自然災害に備えた防

災・減災体制の一層の強化を目指し、消防・防災の充実をリードす

る施策を重点的に進めます。 

 

■1-5-1．常備消防・救急体制の充実強化（Ｐ17） 

○ 消防施設や消防車両・装備の計画的な整備・更新、消防職員

の資質向上による災害対応力の強化 

○ 他消防機関との広域的な相互協力体制、防災関係機関、医療

機関等との連携・協力体制の強化 

■1-5-2．消防団の充実強化（Ｐ17） 

○ 消防団施設や消防車両・装備の計画的な整備・更新、消防団

員の定数確保と資質向上による災害対応力の強化 

■1-5-6．防災組織の充実強化（Ｐ17） 

○ 地域防災計画の見直し 

○ 町及び消防・防災関係機関相互の連携・協力体制の強化 

○ 自主防災組織及び防災士間の連携を図るための防災士の協議

機関の設置 

○ 自主防災組織及び各防災関係機関と連携した防災訓練の実施 

○ 関係団体や事業者等との応援協定の充実 

○ 防災行政無線で緊急情報を知らせる体制の強化 

■1-5-7．防災意識の啓発（Ｐ18） 

○ 町民の防災に関する知識や意識の向上に向けた広報・啓発活

動の推進、講演会や出前講座等の開催 

○ 明確で安全な避難所・避難経路の整備、ハザードマップ等を

活用した防災情報の提供 

○ 災害時避難行動要支援者リストの更新、地域における個別支

援計画の策定・活用 

■1-5-9．防災機能の整備（Ｐ18） 

○ 防災行政無線の計画的な整備・更新 

○ 防災資機材・備蓄品の整備 

■1-5-10．防災施設の整備促進（Ｐ18） 

○ 火山砂防事業や治山・治水事業等による防災施設の整備促進

要請 

地域防災力向上プロジェクト 

重点プロジェクト４ 


